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はじめに

現行の公益法人会計基準（ 年基準）の適用範囲は、公益認定法第 条第 号に定めのあ

る公益法人や整備法第 条第 項に定めのある移行法人などとなっており、現在それら以

外の一般社団・財団法人（以下、「一般法人」という。）に対する会計基準は存在してい

ない。

このような状況下、公益社団法人非営利法人研究学会は、 年９月 日に新設の一般法

人や公益目的支出計画を終了した一般法人が、公益法人会計基準を適用する場合に如何な

る問題が存在するかを洗い出し、どのような改善策を講じることが可能かを調査・研究す

べく、「一般法人への公益法人会計基準の適用に関する研究委員会」（以下、「本研究会」

という。）を設置し、検討することとした。

本研究会の成果物として、当初は2019年開催の第23回全国大会で「一般法人会計基準案」

を公表することを目指し検討を始めたのであるが、途中、日本公認会計士協会から「非営

利組織における財務報告の検討（財務報告の基礎概念・モデル会計基準の提案）」（以下、「モ

デル会計基準」という。）が公表されたこともあり、１年後の第24回全国大会に公表時期を

延期して、当初なかったモデル会計基準を俎上に挙げて検討を続けることとなった。とこ

ろが検討が佳境となった時期に新型コロナウイルス感染症による行動制限がかかってしま

い、集まっての検討会を開催することができなくなったことは想定外であった。 

特にモデル会計基準は、資産の部と純資産の部の取り扱いが公益法人会計基準と比較し

て大きく異なっており、この点につきどちらの考え方を一般法人会計基準に採用すべきか

については、本研究会でも意見が鋭く対立したところである。その一方で新型コロナウイ

ルス感染症の収束が見えない中で、報告書の取りまとめをメールにより行うことを余儀な

くされたことから、本研究会の構成員の知見が十分に反映されていない可能性があり、も

し新型コロナウイルス感染症がなかったならば、結論は同じであるが、より深く考察され

た報告書が出来たものと考えている。 

本研究会としては、一般法人会計基準案では、モデル会計基準と公益法人会計基準に差

異がある場合には、可能な限りモデル会計基準を取り入れることを基本方針とし、例えば

資産の部の特定資産についてはモデル会計基準と同様に注記による開示とした。しかしな

がら純資産の部については、寄附者の意思を尊重してそれのみを拘束純資産とする考え方

を維持することが、一般法人会計基準がより現場で受け入れ可能となると判断し、現行の

公益法人会計基準の取扱いと同じになるようにした。 
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「一般社団・財団法人会計基準案」（略称「一般法人会計基準案」）の策定経緯

 
１．研究委員会設定の経緯

現行の公益法人会計基準（ 年基準）の適用範囲は以下の法人であり、それ以外の一般

社団・財団法人（以下、「一般法人」という。）については特に規定されていない。

① 認定法第 条第 号に定めのある公益法人

② 整備法第 条第 項に定めのある移行法人

③ 整備法第 条に定めのある特例民法法人

④ 認定法第 条の申請をする一般社団法人又は一般財団法人

また、経済団体連合会が公表した（ 年 月 日）「一般社団・財団法人法施行規則に

よる一般社団法人の各種書類の雛形（改訂版）」においても、「新規設立法人又は移行完

了法人については、公益法人会計基準に準じた計算書類及び附属明細書を作成することの

ほかに、企業会計基準を選択して計算書類及びその附属明細書を作成することが考えられ

る。」としか言及されておらず、一般法人の会計の在り方について、具体的な研究は進ん

でいない。そこで 年 月 日、公益社団法人非営利法人研究学会は、旧特例民法法人で

ない一般法人や公益目的支出計画を終了した一般法人が公益法人会計基準を適用する場合

に如何なる問題が存在するかを洗い出し、どのような改善策を講じることが可能かを調

査・研究すべく、「一般法人への公益法人会計基準の適用に関する研究委員会」（以下、

「本研究会」という。）が設置された。

本研究会では一般法人のための適切な会計について研究することで、「一般法人会計基準

案」設定の目指すこととし、全 7 回にわたる会議が開催されたところである。その足かけ 3
年間の議事概要を示すと次のとおりである。 
 
２．各回の議事概要

（１）第１回（ 年 月 日）議事概要

① 会計基準の設定主体について

通常、非営利法人の会計基準設定主体は所管する官庁が行うことが多いが、その所管す

る官庁がないなかで、この会計基準にどのように規範性をもたせることができるのか。 
✓本研究会としては成果物を内閣府・日本公認会計士協会・経団連などに提案できないか。 
✓監査の問題、すなわち適正性・準拠性の問題から会計士協会の考え方が重要である。 
② 現行の「公益法人会計基準」との関係について

現行の公益法人会計基準は、内閣府公益認定等委員会が所管する公益法人もしくは移行

法人が対象となっており、移行法人以外の一般法人は対象にしたものではない。 
✓たとえば移行法人以外の一般法人が内訳表を作成しようとした場合に、公益法人会計基

準には移行法人以外の一般法人についての内訳表の様式がなく、各法人が公益法人や移

行法人の様式を工夫しながら修正しているのが現状である。したがって本研究会でも、

本報告書は、厳密な意味での会計基準の存在しない一般法人の関係者に広く利用され、

今後一般に公正妥当と認められる「一般法人会計基準」となることを期待して公表するも

のである。 

公表に当たって、研究会の構成員の方々及び事務局の皆様のご尽力に心より感謝申し上

げたい。 

令和２年９月４日

一般法人会計研究委員会委員長 髙山昌茂
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① 「モデル会計基準」の動向について

✓日本公認会計士協会では、2013 年 7 月 2 日に非営利法人委員会研究報告第 25 号「非営

利組織の会計枠組み構築に向けて」を公表し、非営利組織会計の共通的な枠組みを構築す

ることの必要性及び各制度上の会計基準の規範となる「モデル会計基準」の開発を提唱し

ていた。これを受けて「モデル会計基準」の草案が来年 4 月頃に公表される予定である。 
✓「モデル会計基準」の動向で一般法人会計基準が左右されるものと考えられる。 
⇒「モデル会計基準」が公表されるまで 1 年間、休会とした。 
 
（５） 年 月 日 日本公認会計士協会「非営利組織における財務報告の検討」（モ

デル会計基準）を公表（以下、日本公認会計士協会 より抜粋）

「モデル会計基準」は、個別の法人形態に適用すべき会計処理や表示の基準を表すもので

はなく、文字どおりの会計基準のモデルとして、制度上の会計基準が開発・改正される際

に参照されることを目的としたものである。非営利組織における財務報告の基礎的な概念

が共有されるとともに、具体的な取扱いを示すモデル会計基準を参照した改訂が実施され

ていくことを通じて、基準間の相互整合性が高まるものと期待される。 
このため、現行の法人形態別の会計基準に優先して、強制力を持つような性質のもので

はなく、非営利組織における会計の考え方の参考となるものと考えている。 
 
（６）第５回（ 年 月 日）議事概要

① 日本公認会計士協会が公表した「モデル会計基準」についての説明

✓モデル会計基準は尊重することを期待して作成されたものである。 
✓モデル会計基準は小規模組織について対象外であり、一般的な組織を前提としたもので

ある。 
✓特に論点になるのは、a 資産の部 従来の特定資産の表示はモデル会計基準においては

使途拘束の注記で表示することとしたこと b 純資産の部 従来の２区分（指定正味、

一般正味）から３区分（基盤純資産、使途拘束純資産、非拘束純資産）にしたこと c 使

途拘束純資産の拘束の解除については活動計算書上非拘束純資産に振り替えないことな

どである。 
② 「一般法人会計基準」策定の今後の方向性

✓「モデル会計基準」を世に広めていくことはこの研究会にとっても有用であり、使命で

あるのではないか。したがって「一般会計基準」策定にあたっては、「モデル会計基準」

をベースにして策定することとする。 
 
（７）第６回（ 年 月 日）議事概要

① 一般法人会計基準の方向性の再確認

✓「モデル会計基準」を尊重することは、この研究会の使命であると考え、「一般法人会計

全く新しい「一般法人会計基準」を策定するというより、現行の公益法人会計基準を補

完するような会計基準を策定するとしたい。 
③ 「一般法人会計基準」を作成する場合に 年基準の考えも考慮するのか？

✓20 年基準は、公益認定法との整合性から表示等が制限されているが、本来の非営利法人

の会計はどうあるべきかという観点からの検討が必要ではないか。20 年基準を基にしな

がら異なる点について言及するのか、若しくは、16 年基準を基に改正点について言及す

るのか。ベースをどちらとするのか。 
✓非営利会計統一の流れがある中で、会計基準が乱立するのは却って混乱を招く。また会

計士協会「非営利組織の財務報告の在り方に関する論点整理」（以下「論点整理」という。）

から大きく逸脱するのは好ましいものではない。 
④ 小規模の会計基準と大規模の会計基準を分けるか？あるいは事業タイプで分けるか？

✓非営利会計統一の流れがある中で、会計基準が乱立するのは却って混乱を招くのではな

いか。 
（２）第 回（ 年 月 日）議事概要

① 前回からの検討事項：「一般法人会計基準」の設定と方向性について

✓会計基準のメンテナンスの問題がある。20 年基準の「マイナーチェンジ版」にすれば、

20 年基準がメンテナンスされる毎にメンテナンスが可能になる。 
⇒本研究会の方向性としては、20 年基準をベースにその「マイナーチェンジ版」として「一

般法人会計基準」を策定していく方針を確認した。 
② 前回からの検討事項： 年基準との関係性について

✓資金収支計算書を今更会計基準にまで持ってくるのは困難であると思われる。しかし、

本来は必要なものであるので、16 年基準で「内部管理事項」と整理した手法を取り入れ

る必要があるのではないか。 
⇒資金収支計算書はあくまでも内部報告資料であり、外部報告の会計基準に入れることは

できないが、一般法人会計基準と共に「内部管理事項」として策定することとすれば、

多くの法人の利便に寄与できるのではないか。 
 
（３）第３回（ 年 月 日）議事概要

第 2 回の会議での検討事項を再確認した後、具体的に現行の 20 年基準をたたき台に修正

すべき事項を検討した。 
✓20 年基準をたたき台として一般法人会計基準を具体的に検討した。その際に、「財務諸表

の注記」について、内閣府「平成 27 年度公益法人の会計に関する諸課題の検討結果につ

いて」で注記事項に企業会計基準の取り扱いを相当程度取り入れることとなっているた

め、一般法人会計基準の注記にできるだけ反映させることとした。 
 
（４）第４回（ 年 月 日）議事概要
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① 「モデル会計基準」の動向について
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④ 小規模の会計基準と大規模の会計基準を分けるか？あるいは事業タイプで分けるか？
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できないが、一般法人会計基準と共に「内部管理事項」として策定することとすれば、
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すべき事項を検討した。 
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の注記」について、内閣府「平成 27 年度公益法人の会計に関する諸課題の検討結果につ

いて」で注記事項に企業会計基準の取り扱いを相当程度取り入れることとなっているた

め、一般法人会計基準の注記にできるだけ反映させることとした。 
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３．モデル会計基準と公益法人会計基準の主要な差異

モデル会計基準と公益法人会計基準との差異として主要なものは次のとおりである。 
① 資産の部の表示

✓モデル会計基準  
流動固定分類表示として、拘束の資産の情報は注記事項として補足 

✓公益法人会計基準

基本財産、特定資産という資産の拘束を示す科目表示 
② 純資産の部の区分

✓モデル会計基準

基盤純資産、使途拘束純資産、非拘束資産、評価・換算差額等に区分

✓公益法人会計基準 
指定正味財産、一般正味財産、基金の区分 
 

③ 使途拘束純資産・指定正味財産

✓モデル会計基準（使途拘束純資産） 
資源提供者との合意のみでなく、組織の機関決定により、使途の制約を課した資源も使

途拘束とする。 
✓公益法人会計基準（指定正味財産） 
寄付によって受け入れた資産で、寄付者等の意思により当該資産の額を、貸借対照表上、

指定正味財産の区分に記載する。 
 
④ 拘束区分間の振替

✓モデル会計基準

拘束純資産区分で解除時に費用計上により拘束純資産が減少する。

✓公益法人会計基準 
正味財産増減計算書で解除時に費用と対応させる。 

 
⑤ 非拘束資産から拘束資産への振替の有無

✓モデル会計基準

非拘束純資産のうち、組織決定で制約を課すことができる。

✓公益法人会計基準 
法人外部からの資産のみ指定、組織決定したものは、資産側で拘束表示 

 
⑥ 資産と純資産の紐づけ

✓モデル会計基準

無

基準」は「モデル会計基準」を尊重したと明確にわかるものにしたい。 
✓内閣府公益認定等委員会「公益法人の会計に関する研究会」においても、今後はモデル

会計基準を参考にしつつ公益法人会計基準の改正作業をしていくということを表明して

いる。 
② 具体的な検討

✓モデル会計基準は企業会計と同様、貸借対照表は流動式配列法。使途については注記と

する。資産と純資産の紐づけ（リンク）は行わない。 
✓有価証券の取り扱いは公益法人会計基準と異なるが、「モデル会計基準」と同様にする。 
✓一般法人としては、基盤純資産はほとんど該当しないのではないか。したがって２区分

の使途拘束と非拘束で考えれば、今までどおりでとなる。そうすると残りの大きな問題

は拘束の解除により区分を振り替えるかどうか。 
✓「非営利組織における財務報告の検討」の５．モデル会計基準（２）財務諸表の体系にお

いて、使途拘束純資産に「資源提供者」のみならず「組織の機関決定」を加えたことの

説明で「公益法人における特定費用準備資金のような報告組織自身が意思決定した場合

であって、取り崩しに制約が課される場合も考慮することとした」とある。 
✓理事会等で貸方を拘束するというのは、企業会計での利益留保性の引当金あるいは積立

金と同様に考えれば良いのか。 
✓特定資産自体が本表になく注記となっている。特定資産を流動資産に全部載せていると

いったら、知らない人が見たらミスリードしてしまうのではないか。 
✓企業会計だと、同じ有価証券でも有価証券だからっていっても保有目的によって流動と

固定に分かれる。預金であっても、別に形態がどうであろうといっても、保有目的によ

るのではないか。 
✓企業会計で現預金を固定することはあまりない。非営利の特徴である。 
✓非営利の情報ニーズとは何かと考えたとき、利用者サイドの人達は必ずしも非営利に精

通している人達ばかりではなく、その視点から考えると、企業会計の目線が必要となる。

モデル会計基準は企業会計に近い部分はあると思う。 
 
（８）第７回（ 年 月 日）議事概要

① 一般法人会計基準案について 
✓モデル会計基準は、企業会計に近づけていく会計基準であると考えられる。 
✓非営利組織の経理担当者が不足している現状を考えると、モデル会計基準によって会計

の統一化がなされていけば今後非営利組織や営利組織との間での人材の流動化が期待さ

れるのではないか。 
✓別紙の一般法人会計基準案のとおり、まずは「非営利組織」というところを各所、「一般

法人会計」という言葉に変更し、各論点に従って必要箇所を変更した。 
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✓モデル会計基準  
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議論を重ねる中でモデル会計基準が「特定資産準備資金」を例示したのは、単なる組織

の機関決定ではなく、「法令等の要請を前提とした」組織の機関決定を想定していることが

判明し、そうであるならば一般法人の場合には「法令等の要請を前提とした」組織の機関

決定は通常想定しにくいことから、従前と同じ考え方を踏襲しても特に問題はないと考え、

モデル会計基準とは異なった取扱いとした。 
 
④ 拘束区分間の振替

従来の「正味財産増減計算書で解除時に費用と対応させる」から「拘束純資産区分で解

除時に費用計上により拘束純資産が減少する」とする。

拘束が解除された場合には、指定正味から一般正味に振り替えることは、公益法人会計

基準の大きな特徴であった。しかしながら会計の現場では、どのような場合に拘束が解除

されるのか、恣意性が混入しやすく問題となっていた。もし拘束が解除されても非拘束に

振り替えず、拘束純資産区分で完結するのであれば、大きな問題とはならない。本基準案

では、モデル会計基準と同様の取り扱いとすることで上述の問題を解決することとした。 
 
⑤ 非拘束資産から拘束資産への振替の有無

法人外部からの資産のみ拘束純資産とし、組織決定したものは、拘束を注記により表示

する。 
 
⑥ 資産と純資産の紐づけ

従来の「有」から「無」に変更する。 
 
⑦ 活動計算書・正味財産増減計算書での有価証券評価損益の取り扱い

純資産直入法とし、活動計算書には計上しないとする。 
 
⑧ 事業費・管理費の形態別分類と機能別（活動）分類

活動別分類とし、形態別分類は注記とする。 
 
５．継続組織の前提について

継続組織の前提について、モデル会計基準は、次のように規定している。 
「継続組織の前提 モデル会計基準は、非営利組織が継続して活動することを前提とし

た会計基準である。したがって、組織の清算若しくは事業の停止があるか、又はそれ以外

に現実的な代替案がない場合や組織の継続を予定していない場合は、モデル会計基準の適

用は想定していない。」 
他方、公益法人会計基準は「継続組織の前提  この会計基準は、公益法人が継続して活

動することを前提としている。したがって、組織の清算や全事業の廃止など、組織の継続

✓公益法人会計基準 
有 

 
⑦ 活動計算書・正味財産増減計算書での有価証券評価損益の取り扱い

✓モデル会計基準 
純資産直入法とし、活動計算書には計上しない。 

✓公益法人会計基準 
正味財産増減計算書に計上する。 

 
⑧ 事業費・管理費の形態別分類と機能別（活動）分類

✓モデル会計基準 
活動別分類とし、形態別分類は注記 

✓公益法人会計基準 
形態別・事業別分類 

 
４．「一般法人会計基準案」での論点整理

実務上受け入れ可能な「一般会計基準案」を策定するにあたって、モデル会計基準と公

益法人会計基準との主要な差異についてどちらを採用するか、本研究会は検討の結果、次

のとおりとした。 
① 資産の部の表示

従来の「基本財産、特定資産という資産の拘束を示す科目表示」からモデル会計基準の

「流動固定分類表示として、拘束の資産の情報は注記事項として補足」とすることとする。 
モデル会計基準の「表示の複雑性の問題の解決と資産の流動性に基づく一貫した開示を

重視するために、拘束性の開示は注記とした」考え方を本基準案でも採用することとした。 
② 純資産の部の区分

従来の「指定正味財産、一般正味財産、基金の区分」から「基金・代替基金、使途拘束

純資産、非拘束資産、評価・換算差額等の区分」とする。 
 

③ 使途拘束純資産・指定正味財産

従来の「寄付によって受け入れた資産で、寄付者等の意思により当該資産の額を、貸借

対照表上、指定正味財産の区分に記載する。」から「寄付によって受け入れた資産で、寄付

者等の意思により当該資産の額を、貸借対照表上、使途拘束純資産の区分に記載する。」と

する。 
本研究会として、モデル会計基準が、使途拘束純資産の説明で「資源提供者との合意又

は組織の機関決定等により特定の資源が使途の拘束を受ける場合」としており、その「組

織の機関決定等」によるものとして「特定資産準備資金」を例示していることに注目した。 
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を予定していない場合は、この会計基準は適用されない。」としており、モデル会計基準と

は若干表現が異なっている。 
この点につき 2020 年 5 月 25 日に公表された内閣府公益認定等委員会「令和元年度公益

法人の会計に関する諸課題の検討結果及び整理について」において、補足説明があり「な

お、公益法人には、特定のイベントの開催後に解散が予定されているものもある。「継続」

とは、仮に存続期限があったとしても、実際に清算の状態に至らない限りは、組織が継続

するものとして会計処理を行うことを意味するものである。したがって、イベントの開催

後、清算手続開始まではこの会計基準が適用されることに注意を要する。」として、「有期

限」の法人についても公益法人会計基準が適用されることを確認している。 
そのため、今回の一般法人会計基準案では、モデル会計基準の文言ではなく公益法人会

計基準の文言を採用した。 
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一般社団・財団法人会計基準（案）

目 次

頁

Ⅰ 総論  

Ⅱ 財務諸表の体系  
１．完全な一組の財務諸表  
２．貸借対照表  
３．活動計算書  
４．キャッシュ・フロー計算書  

Ⅲ 認識及び測定並びに関連する開示  
１．金融資産  
２．たな卸資産  
３．有形固定資産及び無形固定資産  
４．リース取引  
５．固定資産の減損  
６．外貨建取引  
７．金融負債  
８．引当金  
９．資産除去債務  
．税効果会計  
．純資産の区分  
．収益  
．費用  

Ⅳ 注記及び様式  
１．注記  
２．様式  

を予定していない場合は、この会計基準は適用されない。」としており、モデル会計基準と

は若干表現が異なっている。 
この点につき 2020 年 5 月 25 日に公表された内閣府公益認定等委員会「令和元年度公益

法人の会計に関する諸課題の検討結果及び整理について」において、補足説明があり「な

お、公益法人には、特定のイベントの開催後に解散が予定されているものもある。「継続」

とは、仮に存続期限があったとしても、実際に清算の状態に至らない限りは、組織が継続

するものとして会計処理を行うことを意味するものである。したがって、イベントの開催

後、清算手続開始まではこの会計基準が適用されることに注意を要する。」として、「有期

限」の法人についても公益法人会計基準が適用されることを確認している。 
そのため、今回の一般法人会計基準案では、モデル会計基準の文言ではなく公益法人会

計基準の文言を採用した。 

13



Ⅰ 総論

財務報告のための基準

１．一般社団・財団法人会計基準（略称「一般法人会計基準」という。）は、個別の事象に

ついて、会計上の取扱いを具体的に定めたものであり、一般社団・財団法人が財務諸表

を作成する上で、準拠するものである。

ここに定めのない事項については、財務報告の目的を達成できるよう自ら置かれてい

る状況に照らして必要な会計処理を適切に行う。

継続組織の前提

２．一般法人会計基準は、一般社団・財団法人が継続して活動することを前提としている。

したがって、組織の清算や全事業の廃止など、組織の継続を予定していない場合は、こ

の会計基準は適用されない。

会計方針

３．一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正しく示すために

採用した会計処理の原則及び手続を会計方針という。会計方針は、正当な理由により変

更を行う場合を除き、毎期継続して適用する。正当な理由により変更を行う場合には、

次のいずれかに分類される。

会計基準の改正に伴う会計方針の変更

会計基準の改正によって特定の会計処理の原則及び手続が強制される場合や、従来

認められていた会計処理の原則及び手続を任意に選択する余地がなくなる場合など、

会計基準の改正に伴って行う会計方針の変更をいう。会計基準の改正には、既存の会

計基準の改正又は廃止のほか、新たな会計基準の設定も含まれる。なお、会計基準に

早期適用の取扱いが定められており、これを適用する場合も、会計基準の改正に伴う

会計方針の変更として取り扱う。

以外の正当な理由による会計方針の変更

正当な理由に基づき自発的に行う会計方針の変更をいう。

重要性

４．一般社団・財団法人は、特定の会計処理及び開示内容を設定する場合には、それらの

省略や虚偽の記載が情報利用者による意思決定に影響を与える可能性があるため、重要

な項目又は取引を特に考慮する。重要な項目の記載漏れや虚偽の記載は、財務報告の目

的を達成できない可能性がある。

５．重要性は次の点に依存し、各表示科目について考慮する。

・ 表示科目の金額の誤り

・ 表示科目の質的な誤り

・ 収入又は支出及び純資産に対する省略又は虚偽表示の影響

・ 貸借対照表、活動計算書及びキャッシュ・フロー計算書の中の特定の分析、注記さ

れている開示項目に対する省略又は虚偽表示の影響
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ついて、会計上の取扱いを具体的に定めたものであり、一般社団・財団法人が財務諸表

を作成する上で、準拠するものである。

ここに定めのない事項については、財務報告の目的を達成できるよう自ら置かれてい

る状況に照らして必要な会計処理を適切に行う。

継続組織の前提

２．一般法人会計基準は、一般社団・財団法人が継続して活動することを前提としている。

したがって、組織の清算や全事業の廃止など、組織の継続を予定していない場合は、こ

の会計基準は適用されない。

会計方針

３．一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正しく示すために

採用した会計処理の原則及び手続を会計方針という。会計方針は、正当な理由により変

更を行う場合を除き、毎期継続して適用する。正当な理由により変更を行う場合には、

次のいずれかに分類される。

会計基準の改正に伴う会計方針の変更

会計基準の改正によって特定の会計処理の原則及び手続が強制される場合や、従来

認められていた会計処理の原則及び手続を任意に選択する余地がなくなる場合など、

会計基準の改正に伴って行う会計方針の変更をいう。会計基準の改正には、既存の会

計基準の改正又は廃止のほか、新たな会計基準の設定も含まれる。なお、会計基準に

早期適用の取扱いが定められており、これを適用する場合も、会計基準の改正に伴う

会計方針の変更として取り扱う。

以外の正当な理由による会計方針の変更

正当な理由に基づき自発的に行う会計方針の変更をいう。

重要性

４．一般社団・財団法人は、特定の会計処理及び開示内容を設定する場合には、それらの

省略や虚偽の記載が情報利用者による意思決定に影響を与える可能性があるため、重要

な項目又は取引を特に考慮する。重要な項目の記載漏れや虚偽の記載は、財務報告の目

的を達成できない可能性がある。

５．重要性は次の点に依存し、各表示科目について考慮する。

・ 表示科目の金額の誤り

・ 表示科目の質的な誤り

・ 収入又は支出及び純資産に対する省略又は虚偽表示の影響

・ 貸借対照表、活動計算書及びキャッシュ・フロー計算書の中の特定の分析、注記さ

れている開示項目に対する省略又は虚偽表示の影響

15



Ⅱ 財務諸表の体系

１．完全な一組の財務諸表

９．一般社団・財団法人の完全な一組の財務諸表は、次の財務諸表及び注記によって構成

される。

貸借対照表

活動計算書

キャッシュ・フロー計算書

２．貸借対照表

貸借対照表の作成目的

．貸借対照表は、一般社団・財団法人の財政状態を明らかにするため、貸借対照表日に

おける全ての資産、負債及び純資産を示すものである。

表示区分及び記載の基準

．

貸借対照表は、資産の部、負債の部及び純資産の部の三区分に分かち、更に資産の

部を流動資産及び固定資産に、負債の部を流動負債及び固定負債に区分する。

資産、負債及び純資産は、適切な区分、配列、分類及び評価の方法に従って記載す

る。

資産、負債及び純資産は、総額によって記載することを原則とし、資産の項目と負

債又は純資産の項目とを相殺することによって、その全部又は一部を貸借対照表から

除去してはならない。

資産及び負債並びに純資産の配列

．

貸借対照表は、資産と負債の差額として純資産の金額を示すものとする。

資産及び負債の項目の配列は、この基準に定めるもののほか、原則として、流動性

配列法によるものとする。

貸借対照表科目の分類

．

資産、負債及び純資産の各科目は、一定の方法に従って明瞭に分類する。

資産は、流動資産に属する科目及び固定資産に属する科目に分類する。

負債は、流動負債に属する科目及び固定負債に属する科目に分類する。

資産の表示項目

．貸借対照表の科目について、次項以降に示すものは、一般的、標準的なものであり、

事業の種類、規模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要

性が乏しい場合には省略することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定す

ることができる。

６．一般社団・財団法人は、重要な項目や取引に適用される会計方針のみを開示し、重要

でない項目又は取引に不要な情報は提供しない。

７．重要な項目又は取引にのみ適用されるが、非営利組織の財政状態、活動状況又はキャ

ッシュ・フローの状況を示すために、重要でない項目について逸脱し、又は未修正にす

ることは適切ではない。

８．一般社団・財団法人において重要な項目又は取引として、関連当事者との取引等があ

る。

‐ 2 ‐
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負債は、流動負債に属する科目及び固定負債に属する科目に分類する。

資産の表示項目

．貸借対照表の科目について、次項以降に示すものは、一般的、標準的なものであり、

事業の種類、規模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要

性が乏しい場合には省略することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定す

ることができる。

６．一般社団・財団法人は、重要な項目や取引に適用される会計方針のみを開示し、重要

でない項目又は取引に不要な情報は提供しない。

７．重要な項目又は取引にのみ適用されるが、非営利組織の財政状態、活動状況又はキャ

ッシュ・フローの状況を示すために、重要でない項目について逸脱し、又は未修正にす

ることは適切ではない。

８．一般社団・財団法人において重要な項目又は取引として、関連当事者との取引等があ

る。
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固定資産の表示方法

．有形固定資産及び無形固定資産は、減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した未

償却残高を記載する。

負債の表示項目

．流動負債に属する負債は、次に掲げる項目に従い、当該負債を示す名称を付した科目

をもって表示する。

支払手形

未払金

前受金

預り金

短期借入金

未払費用

未払法人税等

前受収益

引当金

資産除去債務

その他

．固定負債に属する負債は、次に掲げる項目に従い、当該負債を示す名称を付した科目

をもって表示する。

法人債

繰延税金負債

引当金

資産除去債務

その他

純資産の表示項目

．純資産は、次に掲げる項目に従い、当該純資産を示す名称を付した区分の科目をもっ

て表示する。なお、 、 又は がない場合には、区分は省略することとする。

基金・代替基金

使途拘束純資産

非拘束純資産

評価・換算差額等

流動資産又は流動負債と固定資産又は固定負債とを区別する基準について

．一般社団・財団法人の通常の事業活動により発生した受取手形、未収金、前渡金、未

払金、前受金等の債権及び債務は、流動資産又は流動負債に属する。ただし、これらの

債権のうち、破産債権、再生債権、更生債権及びこれに準ずる債権で貸借対照表日の翌

．流動資産に属する資産は、次に掲げる項目に従い、当該資産を示す名称を付した科目

をもって表示する。

現金及び預金

受取手形

未収金

有価証券

たな卸資産

前渡金

前払費用

未収収益

その他

．固定資産に属する資産は、有形固定資産、無形固定資産、その他の固定資産に分類す

る。有形固定資産に属する資産は、次に掲げる項目に従い、当該資産を示す名称を付し

た科目をもって表示する。

建物（その附属設備を含む。以下同じ。）

構築物

機械及び装置（その附属設備を含む。以下同じ。）

船舶（水上運搬具を含む。以下同じ。）

車両その他の陸上運搬具

工具、器具及び備品

土地

建設仮勘定

その他

．無形固定資産に属する資産は、次に掲げる項目に従い、当該資産を示す名称を付した

科目をもって表示する。

借地権（地上権を含む。）

ソフトウエア

その他

．その他の固定資産に属する資産は、次に掲げる項目に従い、当該資産を示す名称を付

した科目をもって表示する。

投資有価証券（関係会社株式及びその他の関係会社有価証券を除く。）

関係会社株式（子会社株式及び関連会社株式）

その他の関係会社有価証券

長期貸付金（役員、職員及び関係会社に対する長期貸付金を除く。）

役員、職員及び関係会社に対する長期貸付金

破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権

長期前払費用

繰延税金資産
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未収収益は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を行う場合、既に提供した

サービスに対していまだその対価の支払を受けていないものであり、支払を受けていな

い非営利組織においては、その対価の支払を受けるという経済的便益をもたらすもので

あるため、未収収益は資産に属する。

３．活動計算書

活動計算書の作成目的

．活動計算書は、一般社団・財団法人の活動状況を明らかにするため、一会計期間に属

する当該一般社団・財団法人の全ての収益、費用並びに純資産の増減を示すものである。

表示区分

．

活動計算書には、経常的な活動を示す経常活動区分、その他の活動を示すその他活

動区分、純資産区分間の振替を示す純資産間の振替区分を設ける。

使途拘束区分・非拘束区分の各区分において費用と収益を対応表示する。なお、使

途拘束純資産がない場合には、当該区分は省略する。

収益及び費用は、総額によって記載することを原則とし、収益の項目と費用の項目

とを直接に相殺することによってその全部又は一部を活動計算書から除去してはなら

ない。

収益及び費用は、その発生源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関連す

る費用項目とを活動計算書に対応表示する。

活動計算書科目の分類

．経常活動区分では、当該一般社団・財団法人の経常的な活動から生じた収益及び費用

を記載して、経常収益費用差額を計算する。

．その他活動区分では、経常収益費用差額計算の結果を受けて、固定資産売却損益、減

損損失、災害損失等の経常活動により発生する項目以外の項目を記載してその他収益費

用差額を計算し、経常収益費用差額と合算して収益費用差額を算定する。当該法人にお

いて、法人税等の納付義務が発生する場合又は「 税効果会計」による会計処理を行う

場合には、税引前収益費用差額を示し、これに法人税、住民税及び事業税の額並びに法

人税等調整額を加減して税引後収益費用差額を示す。

．純資産間の振替区分では、収益費用差額計算の結果を受けて、純資産区分間の振替を

記載し、純資産変動額を計算する。

．事業収益、寄附金収益等については、「履行義務の充足による収益の認識」及び「非交

換取引収益」による会計処理を行った結果、当期の収益として認識された額をそれぞれ

適切な名称を付して表示する。

日から起算して１年内（以下「１年内」という。）に回収されないことが明らかなものは、

固定資産たるその他の固定資産に属する。

．法人債、借入金、差入保証金、資産除去債務、当該非営利組織の通常の事業活動以外

によって発生した未収金、未払金等の債権及び債務で、１年内に入金又は支払の期限が

到来するものは、流動資産又は流動負債に属するものとし、入金又は支払の期限が１年

を超えて到来するものは、その他の固定資産又は固定負債に属する。

．現金及び預金は、原則として、流動資産に属するが、預金については、１年内に期限

が到来するものは、流動資産に属するものとし、期限が１年を超えて到来するものは、

その他の固定資産に属する。

．売買目的有価証券及び１年内に満期の到来する国債、地方債、政府保証債その他の債

券は流動資産に属するものとし、それ以外の有価証券はその他の固定資産に属する。

．製品、半製品、原材料、仕掛品、商品等のたな卸資産は、流動資産に属するものとし、

非営利組織がその事業を行うために所有し、かつ、その加工又は販売を予定しない財貨

は、固定資産に属する。

なお、固定資産のうち残存耐用年数が１年内となったものも流動資産とせず固定資産

に含め、たな卸資産のうち恒常在庫品として保有するもの又は余剰品として長期間にわ

たって所有するものも固定資産とせず流動資産に含める。

経過勘定項目

．前払費用

前払費用は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を受ける場合、いまだ提供

されていないサービスに対し支払われた対価であり、支払った非営利組織においては、

経済的便益をもたらすものであるため、前払費用は資産に属する。

．前受収益

前受収益は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を行う場合、いまだ提供し

ていないサービスに対し支払を受けた対価であり、対価の支払を受けた非営利組織にお

いては、いまだ提供していないサービスの提供をする義務を負うものであるため、前受

収益は負債に属する。

．未払費用

未払費用は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を受ける場合、既に提供さ

れたサービスに対していまだその対価の支払が終わらないものであり、支払を終えてい

ない非営利組織においては、その対価の支払を行う義務を負うものであるため、未払費

用は負債に属する。

．未収収益
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未収収益は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を行う場合、既に提供した

サービスに対していまだその対価の支払を受けていないものであり、支払を受けていな

い非営利組織においては、その対価の支払を受けるという経済的便益をもたらすもので

あるため、未収収益は資産に属する。

３．活動計算書

活動計算書の作成目的

．活動計算書は、一般社団・財団法人の活動状況を明らかにするため、一会計期間に属

する当該一般社団・財団法人の全ての収益、費用並びに純資産の増減を示すものである。

表示区分

．

活動計算書には、経常的な活動を示す経常活動区分、その他の活動を示すその他活

動区分、純資産区分間の振替を示す純資産間の振替区分を設ける。

使途拘束区分・非拘束区分の各区分において費用と収益を対応表示する。なお、使

途拘束純資産がない場合には、当該区分は省略する。

収益及び費用は、総額によって記載することを原則とし、収益の項目と費用の項目

とを直接に相殺することによってその全部又は一部を活動計算書から除去してはなら

ない。

収益及び費用は、その発生源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関連す

る費用項目とを活動計算書に対応表示する。

活動計算書科目の分類

．経常活動区分では、当該一般社団・財団法人の経常的な活動から生じた収益及び費用

を記載して、経常収益費用差額を計算する。

．その他活動区分では、経常収益費用差額計算の結果を受けて、固定資産売却損益、減

損損失、災害損失等の経常活動により発生する項目以外の項目を記載してその他収益費

用差額を計算し、経常収益費用差額と合算して収益費用差額を算定する。当該法人にお

いて、法人税等の納付義務が発生する場合又は「 税効果会計」による会計処理を行う

場合には、税引前収益費用差額を示し、これに法人税、住民税及び事業税の額並びに法

人税等調整額を加減して税引後収益費用差額を示す。

．純資産間の振替区分では、収益費用差額計算の結果を受けて、純資産区分間の振替を

記載し、純資産変動額を計算する。

．事業収益、寄附金収益等については、「履行義務の充足による収益の認識」及び「非交

換取引収益」による会計処理を行った結果、当期の収益として認識された額をそれぞれ

適切な名称を付して表示する。

日から起算して１年内（以下「１年内」という。）に回収されないことが明らかなものは、

固定資産たるその他の固定資産に属する。

．法人債、借入金、差入保証金、資産除去債務、当該非営利組織の通常の事業活動以外

によって発生した未収金、未払金等の債権及び債務で、１年内に入金又は支払の期限が

到来するものは、流動資産又は流動負債に属するものとし、入金又は支払の期限が１年

を超えて到来するものは、その他の固定資産又は固定負債に属する。

．現金及び預金は、原則として、流動資産に属するが、預金については、１年内に期限

が到来するものは、流動資産に属するものとし、期限が１年を超えて到来するものは、

その他の固定資産に属する。

．売買目的有価証券及び１年内に満期の到来する国債、地方債、政府保証債その他の債

券は流動資産に属するものとし、それ以外の有価証券はその他の固定資産に属する。

．製品、半製品、原材料、仕掛品、商品等のたな卸資産は、流動資産に属するものとし、

非営利組織がその事業を行うために所有し、かつ、その加工又は販売を予定しない財貨

は、固定資産に属する。

なお、固定資産のうち残存耐用年数が１年内となったものも流動資産とせず固定資産

に含め、たな卸資産のうち恒常在庫品として保有するもの又は余剰品として長期間にわ

たって所有するものも固定資産とせず流動資産に含める。

経過勘定項目

．前払費用

前払費用は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を受ける場合、いまだ提供

されていないサービスに対し支払われた対価であり、支払った非営利組織においては、

経済的便益をもたらすものであるため、前払費用は資産に属する。

．前受収益

前受収益は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を行う場合、いまだ提供し

ていないサービスに対し支払を受けた対価であり、対価の支払を受けた非営利組織にお

いては、いまだ提供していないサービスの提供をする義務を負うものであるため、前受

収益は負債に属する。

．未払費用

未払費用は、一定の契約に従い、継続してサービスの提供を受ける場合、既に提供さ

れたサービスに対していまだその対価の支払が終わらないものであり、支払を終えてい

ない非営利組織においては、その対価の支払を行う義務を負うものであるため、未払費

用は負債に属する。

．未収収益
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に発生するものは、経常収益費用差額に含めることができる。

活動計算書の表示科目

．活動計算書の科目は、一般的、標準的なものであり、組織や事業の種類、規模等に応

じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場合には省略

することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定することができる。

．経常収益費用差額計算に含まれる収益の表示科目は、次に示すような発生源泉を示す

名称を付した科目をもって表示する。

資産運用収益

受取会費

受取入会金

受取寄附金

事業収益

受取補助金

雑収益

．その他収益費用差額計算に含まれる収益の表示科目は、次に示すような発生源泉を示

す名称を付した科目をもって表示する。

固定資産売却益

固定資産受贈益

．経常収益費用差額計算に含まれる費用の表示科目は、次に示すような発生源泉を示す

名称を付した科目をもって表示する。

事業費（個別の事業活動の名称を付す。）

管理費

．その他収益費用差額計算に含まれる費用の表示科目は、次に示すような発生源泉を示

す名称を付した科目をもって表示する。

固定資産売却損

固定資産減損損失

災害損失

．純資産間の振替に含まれる表示科目は、非拘束純資産と使途拘束純資産間の振替を表

示する。

４．キャッシュ・フロー計算書

キャッシュ・フロー計算書の作成目的

．キャッシュ・フロー計算書は、一般社団・財団法人の一会計期間におけるキャッシュ・

フローの状況を報告するため、キャッシュ・フローを一定の活動区分別に示すものであ

る。

活動別分類

．費用科目については、活動別分類により表示する。活動別分類とは、費用科目分類の

一つでその活動に注目し、費目を集約して科目を分類する方法であり、活動には、個々

の事業活動及び管理活動を含む。

．費用の按分については、単一の活動に起因する直接費は、その活動に直課することと

し、複数の活動に直接寄与する間接費は、それらの活動間で配賦する。

．費用配賦の方法は、毎期継続して採用し、費用を配賦する方法を選択する際には、コ

ストと便益とのバランスを図り、適用可能な配賦基準を決定する。配賦基準には、例え

ば、次のものがある。

所要時間、使用された容量、活動の使用量

活動によって占められている面積

職員の各活動に関連する時間数

．各活動に関連する管理費には、例えば、以下のものがある。

総会開催費、理事会開催費、役員報酬等のガバナンス費用

給与管理、予算作成及び経理、情報技術、人事部門の費用

財務費用

形態別分類による注記

．費用科目については、活動別分類による情報を補完するため、形態別分類による情報

を財務諸表の注記として開示する。以下に一般的、標準的な科目を示すが、事業の種類、

規模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場

合には省略することができる。

役員報酬

給与手当

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

委託費

通信運搬費

修繕費

減価償却費

消耗品費

水道光熱費

燃料費

賃借料

その他収益及びその他費用項目

．その他収益、その他費用に属する項目であっても、金額の僅少なもの又は毎期経常的
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に発生するものは、経常収益費用差額に含めることができる。

活動計算書の表示科目

．活動計算書の科目は、一般的、標準的なものであり、組織や事業の種類、規模等に応

じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場合には省略

することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定することができる。

．経常収益費用差額計算に含まれる収益の表示科目は、次に示すような発生源泉を示す

名称を付した科目をもって表示する。

資産運用収益

受取会費

受取入会金

受取寄附金

事業収益

受取補助金

雑収益

．その他収益費用差額計算に含まれる収益の表示科目は、次に示すような発生源泉を示

す名称を付した科目をもって表示する。

固定資産売却益

固定資産受贈益

．経常収益費用差額計算に含まれる費用の表示科目は、次に示すような発生源泉を示す

名称を付した科目をもって表示する。

事業費（個別の事業活動の名称を付す。）

管理費

．その他収益費用差額計算に含まれる費用の表示科目は、次に示すような発生源泉を示

す名称を付した科目をもって表示する。

固定資産売却損

固定資産減損損失

災害損失

．純資産間の振替に含まれる表示科目は、非拘束純資産と使途拘束純資産間の振替を表

示する。

４．キャッシュ・フロー計算書

キャッシュ・フロー計算書の作成目的

．キャッシュ・フロー計算書は、一般社団・財団法人の一会計期間におけるキャッシュ・

フローの状況を報告するため、キャッシュ・フローを一定の活動区分別に示すものであ

る。

活動別分類

．費用科目については、活動別分類により表示する。活動別分類とは、費用科目分類の

一つでその活動に注目し、費目を集約して科目を分類する方法であり、活動には、個々

の事業活動及び管理活動を含む。

．費用の按分については、単一の活動に起因する直接費は、その活動に直課することと

し、複数の活動に直接寄与する間接費は、それらの活動間で配賦する。

．費用配賦の方法は、毎期継続して採用し、費用を配賦する方法を選択する際には、コ

ストと便益とのバランスを図り、適用可能な配賦基準を決定する。配賦基準には、例え

ば、次のものがある。

所要時間、使用された容量、活動の使用量

活動によって占められている面積

職員の各活動に関連する時間数

．各活動に関連する管理費には、例えば、以下のものがある。

総会開催費、理事会開催費、役員報酬等のガバナンス費用

給与管理、予算作成及び経理、情報技術、人事部門の費用

財務費用

形態別分類による注記

．費用科目については、活動別分類による情報を補完するため、形態別分類による情報

を財務諸表の注記として開示する。以下に一般的、標準的な科目を示すが、事業の種類、

規模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場

合には省略することができる。

役員報酬

給与手当

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

委託費

通信運搬費

修繕費

減価償却費

消耗品費

水道光熱費

燃料費

賃借料

その他収益及びその他費用項目

．その他収益、その他費用に属する項目であっても、金額の僅少なもの又は毎期経常的
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投資活動によるキャッシュ・フローの区分

．投資活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額

表示する方法による。投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のよ

うなものがある。

有価証券の取得支出

有価証券の売却収入

有形固定資産及び無形固定資産の取得支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却収入

資産除去債務の履行支出

ただし、一般社団・財団法人の通常の事業活動として実施される、例えば、次のよう

なものは事業活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。

資金の貸付けを業務とする一般社団・財団法人が行う貸付支出

出資及び貸付けにより民間企業に研究資金を供給することを業務とする一般社団・

財団法人が行う出資及び貸付支出

財務活動によるキャッシュ・フローの区分

．財務活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額

表示する。財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものが

ある。

短期借入金収入

短期借入金返済支出

債券発行収入

債券償還支出

長期借入金収入

長期借入金返済支出

利息の表示

．利息の受取額及び支払額は、総額で表示する。

換算差額の表示

．資金に係る換算差額は、他と区別して表示する。

キャッシュ・フロー計算書の資金

．一般社団・財団法人のキャッシュ・フロー計算書が対象とする資金の範囲は、手元現

金及び要求払預金とする。要求払預金には、例えば、当座預金、普通預金、通知預金及

びこれらの預金に相当する郵便貯金を含む。

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

．キャッシュ・フロー計算書の資金の期末残高と貸借対照表上の科目との関連性につい

ては注記する。

キャッシュ・フロー計算書は、貸借対照表及び活動計算書と同様に一般社団・財団法

人の活動の全体を対象とする重要な情報を提供するものであり、一般社団・財団法人の

財務諸表の一つに位置付けられる。

表示区分

．キャッシュ・フロー計算書には、事業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの区分を設ける。

事業活動によるキャッシュ・フローの区分には、非営利組織の通常の事業の実施に

係る資金の状態を表すため、サービスの提供等による収入、事業費支出等、投資活動

及び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。

寄附金等については、法人がその事業を行うことを前提に、財源として提供される

資金であるので、事業活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。

法人税等に係るキャッシュ・フローは、事業活動によるキャッシュ・フローの区分

に記載する。

受取利息、受取配当及び支払利息はいずれも事業活動によるキャッシュ・フローの

区分に記載する方法に限定する。

投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、固定資産の取得等、将来に向けた

活動基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表すため、非営利組織

の通常の事業活動の実施の基礎となる固定資産の取得及び売却、投資資産の取得及び

売却等によるキャッシュ・フローを記載する。

財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、債券の発行・償還及び借入れ・返

済による収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッシュ・フローを記載する。

キャッシュ・フロー計算書の表示科目

．キャッシュ・フロー計算書の科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規

模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場合

には省略することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定することができる。

事業活動によるキャッシュ・フローの区分

．事業活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとに収入総額と支出総額を表示

する方法による。ただし、科目ごとに発生額の総額を記載し、関連する未収金及び未払

金等の短期債権債務部分を調整勘定として表示する簡便法も認める。簡便法を採用する

場合には、調整勘定は、事業活動支出計の次に記載することとし、調整勘定の内訳は注

記する。事業活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものがあ

る。

事業活動収入、資産運用収入等サービスの提供等による収入

寄附金収入等の非交換取引による収入

会費収入

事業費支出（個別の事業活動の名称を付す。）

管理費支出
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投資活動によるキャッシュ・フローの区分

．投資活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額

表示する方法による。投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のよ

うなものがある。

有価証券の取得支出

有価証券の売却収入

有形固定資産及び無形固定資産の取得支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却収入

資産除去債務の履行支出

ただし、一般社団・財団法人の通常の事業活動として実施される、例えば、次のよう

なものは事業活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。

資金の貸付けを業務とする一般社団・財団法人が行う貸付支出

出資及び貸付けにより民間企業に研究資金を供給することを業務とする一般社団・

財団法人が行う出資及び貸付支出

財務活動によるキャッシュ・フローの区分

．財務活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額

表示する。財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものが

ある。

短期借入金収入

短期借入金返済支出

債券発行収入

債券償還支出

長期借入金収入

長期借入金返済支出

利息の表示

．利息の受取額及び支払額は、総額で表示する。

換算差額の表示

．資金に係る換算差額は、他と区別して表示する。

キャッシュ・フロー計算書の資金

．一般社団・財団法人のキャッシュ・フロー計算書が対象とする資金の範囲は、手元現

金及び要求払預金とする。要求払預金には、例えば、当座預金、普通預金、通知預金及

びこれらの預金に相当する郵便貯金を含む。

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

．キャッシュ・フロー計算書の資金の期末残高と貸借対照表上の科目との関連性につい

ては注記する。

キャッシュ・フロー計算書は、貸借対照表及び活動計算書と同様に一般社団・財団法

人の活動の全体を対象とする重要な情報を提供するものであり、一般社団・財団法人の

財務諸表の一つに位置付けられる。

表示区分

．キャッシュ・フロー計算書には、事業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの区分を設ける。

事業活動によるキャッシュ・フローの区分には、非営利組織の通常の事業の実施に

係る資金の状態を表すため、サービスの提供等による収入、事業費支出等、投資活動

及び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。

寄附金等については、法人がその事業を行うことを前提に、財源として提供される

資金であるので、事業活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。

法人税等に係るキャッシュ・フローは、事業活動によるキャッシュ・フローの区分

に記載する。

受取利息、受取配当及び支払利息はいずれも事業活動によるキャッシュ・フローの

区分に記載する方法に限定する。

投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、固定資産の取得等、将来に向けた

活動基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表すため、非営利組織

の通常の事業活動の実施の基礎となる固定資産の取得及び売却、投資資産の取得及び

売却等によるキャッシュ・フローを記載する。

財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、債券の発行・償還及び借入れ・返

済による収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッシュ・フローを記載する。

キャッシュ・フロー計算書の表示科目

．キャッシュ・フロー計算書の科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規

模等に応じて科目を追加することができる。また、科目及び金額の重要性が乏しい場合

には省略することができる。なお、必要に応じて、詳細な科目を設定することができる。

事業活動によるキャッシュ・フローの区分

．事業活動によるキャッシュ・フローは、主要な取引ごとに収入総額と支出総額を表示

する方法による。ただし、科目ごとに発生額の総額を記載し、関連する未収金及び未払

金等の短期債権債務部分を調整勘定として表示する簡便法も認める。簡便法を採用する

場合には、調整勘定は、事業活動支出計の次に記載することとし、調整勘定の内訳は注

記する。事業活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものがあ

る。

事業活動収入、資産運用収入等サービスの提供等による収入

寄附金収入等の非交換取引による収入

会費収入

事業費支出（個別の事業活動の名称を付す。）

管理費支出
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．手形の割引又は裏書は、金銭債権の譲渡に該当する。したがって、手形割引時に、手

形譲渡損が計上される。

有価証券の貸借対照表価額

有価証券の取得価額

．有価証券の取得価額は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、これに平均原価法

等の方法を適用して算定した金額とする。

有価証券の保有目的区分と評価方法

．有価証券は、一般社団・財団法人が保有する目的により、次のように区分し、評価差

額等について処理した上、それぞれ区分ごとの評価額をもって貸借対照表価額とする。

売買目的有価証券

満期保有目的の債券

子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券

売買目的有価証券

．売買目的有価証券とは、時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価

証券をいい、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額及び売却差額は当期の収益費

用差額に含めて処理する。

時価

．時価とは、公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、気配又は指

標その他の相場に基づく価額をいう。市場において形成されている取引価格、気配又は

指標その他の相場がない場合には、合理的に算定された価額を公正な評価額とする。

満期保有目的の債券

．満期保有目的の債券とは、満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政

府保証債、その他の債券をいい、取得価額をもって貸借対照表価額とする。ただし、債

券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額

との差額の性格が金利の調整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価

額をもって貸借対照表価額とする。

．償却原価法とは、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、

当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表価額に加減

する方法をいう。なお、この場合には、当該加減額を受取利息に含めて処理する。

取得価額と債権金額との差額に重要性が乏しい場合には、決済時点において差額を収

益費用差額として認識することもできる。

Ⅲ 認識及び測定並びに関連する開示

１．金融資産

．金融資産とは、現金預金、受取手形、未収金及び貸付金等の金銭債権、株式その他の

出資証券及び公社債等の有価証券並びに先物取引、先渡取引、オプション取引、スワッ

プ取引及びこれらに類似する取引（以下「デリバティブ取引」という。）により生じる正

味の債権等をいう。

金銭債権の貸借対照表価額

．金銭債権の貸借対照表価額は、取得価額を基に以下のとおりとする。

受取手形、未収金、貸付金等の債権の貸借対照表価額は、取得価額から貸倒引当金

を控除した金額とする。

貸倒引当金は、債務者の財政状態及び経営成績等に応じて、次のように区分し、そ

れぞれ区分ごとの貸倒見積高をもって計上する。

① 一般債権（経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する債権をいう。）に

ついては、債権全体又は同種・同類の債権ごとに、債権の状況に応じて求めた過去

の貸倒実績率等合理的な基準により算定する。

② 貸倒懸念債権（経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重大な問題が

生じているか、又は生じる可能性の高い債務者に対する債権をいう。）については、

債権の状況に応じて、次のいずれかの方法により貸倒見積高を算定する。ただし、

同一の債権については、債務者の財政状態及び経営成績の状況等が変化しない限

り、同一の方法を継続して適用する。

ア 債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し、その残額に

ついて債務者の財政状態及び経営成績を考慮して貸倒見積高を算定する方法

イ 債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積

もることができる債権については、債権の元本及び利息について元本の回収及び

利息の受取りが見込まれるときから当期末までの期間にわたり当初の約定利子

率で割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差額を貸倒見積高とする方法

③ 破産更生債権等（経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債

権をいう。）については、債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を

減額し、その残額を貸倒見積高とする。

時価評価

．市場価格のある金銭債権については、時価又は適正な価格をもって貸借対照表価額と

し、評価差額は、当期の収益費用差額として処理することができる。

金銭債権の譲渡

．手形割引は、手形の所持人が満期前に第三者に手形を譲渡し、その対価として譲渡の

日以後満期に至るまでの金利相当額（割引料と呼ばれる。）を手形額面金額から差し引い

た金額を受け取る取引である。また、満期前に当該手形を他の金融機関に譲渡（再割引

という。）して資金を回収することもできる。このような場合、手形行為そのものとして

は、通常、裏書譲渡が行われる。
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．手形の割引又は裏書は、金銭債権の譲渡に該当する。したがって、手形割引時に、手

形譲渡損が計上される。

有価証券の貸借対照表価額

有価証券の取得価額

．有価証券の取得価額は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、これに平均原価法

等の方法を適用して算定した金額とする。

有価証券の保有目的区分と評価方法

．有価証券は、一般社団・財団法人が保有する目的により、次のように区分し、評価差

額等について処理した上、それぞれ区分ごとの評価額をもって貸借対照表価額とする。

売買目的有価証券

満期保有目的の債券

子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券

売買目的有価証券

．売買目的有価証券とは、時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価

証券をいい、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額及び売却差額は当期の収益費

用差額に含めて処理する。

時価

．時価とは、公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、気配又は指

標その他の相場に基づく価額をいう。市場において形成されている取引価格、気配又は

指標その他の相場がない場合には、合理的に算定された価額を公正な評価額とする。

満期保有目的の債券

．満期保有目的の債券とは、満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政

府保証債、その他の債券をいい、取得価額をもって貸借対照表価額とする。ただし、債

券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額

との差額の性格が金利の調整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価

額をもって貸借対照表価額とする。

．償却原価法とは、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、

当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表価額に加減

する方法をいう。なお、この場合には、当該加減額を受取利息に含めて処理する。

取得価額と債権金額との差額に重要性が乏しい場合には、決済時点において差額を収

益費用差額として認識することもできる。

Ⅲ 認識及び測定並びに関連する開示

１．金融資産

．金融資産とは、現金預金、受取手形、未収金及び貸付金等の金銭債権、株式その他の

出資証券及び公社債等の有価証券並びに先物取引、先渡取引、オプション取引、スワッ

プ取引及びこれらに類似する取引（以下「デリバティブ取引」という。）により生じる正

味の債権等をいう。

金銭債権の貸借対照表価額

．金銭債権の貸借対照表価額は、取得価額を基に以下のとおりとする。

受取手形、未収金、貸付金等の債権の貸借対照表価額は、取得価額から貸倒引当金

を控除した金額とする。

貸倒引当金は、債務者の財政状態及び経営成績等に応じて、次のように区分し、そ

れぞれ区分ごとの貸倒見積高をもって計上する。

① 一般債権（経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する債権をいう。）に

ついては、債権全体又は同種・同類の債権ごとに、債権の状況に応じて求めた過去

の貸倒実績率等合理的な基準により算定する。

② 貸倒懸念債権（経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重大な問題が

生じているか、又は生じる可能性の高い債務者に対する債権をいう。）については、

債権の状況に応じて、次のいずれかの方法により貸倒見積高を算定する。ただし、

同一の債権については、債務者の財政状態及び経営成績の状況等が変化しない限

り、同一の方法を継続して適用する。

ア 債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し、その残額に

ついて債務者の財政状態及び経営成績を考慮して貸倒見積高を算定する方法

イ 債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積

もることができる債権については、債権の元本及び利息について元本の回収及び

利息の受取りが見込まれるときから当期末までの期間にわたり当初の約定利子

率で割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差額を貸倒見積高とする方法

③ 破産更生債権等（経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債

権をいう。）については、債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を

減額し、その残額を貸倒見積高とする。

時価評価

．市場価格のある金銭債権については、時価又は適正な価格をもって貸借対照表価額と

し、評価差額は、当期の収益費用差額として処理することができる。

金銭債権の譲渡

．手形割引は、手形の所持人が満期前に第三者に手形を譲渡し、その対価として譲渡の

日以後満期に至るまでの金利相当額（割引料と呼ばれる。）を手形額面金額から差し引い

た金額を受け取る取引である。また、満期前に当該手形を他の金融機関に譲渡（再割引

という。）して資金を回収することもできる。このような場合、手形行為そのものとして

は、通常、裏書譲渡が行われる。
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当たりの純資産額に所有株式数を乗じた金額であるが、会社の超過収益力等を考慮に入

れることができる。

デリバティブ

．デリバティブ取引により生じる正味の債権は、時価をもって貸借対照表価額とし、評

価差額は、当期の収益費用差額として処理する。

．ヘッジ目的でデリバティブ取引を行った場合、ヘッジ対象資産に譲渡等の事実がなく、

かつ、そのデリバティブ取引がヘッジ対象資産に係る損失発生のヘッジに有効である場

合に限り、収益費用差額の繰延べが認められる。この場合、ヘッジ手段であるデリバテ

ィブ取引から発生する評価差額は、ヘッジ対象に係る収益費用差額が認識されるまで、

純資産として繰り延べる。なお、「 ．税効果会計」による会計処理を行う場合には、差

額は、税効果会計による調整後の金額を計上する。

子会社株式及び関連会社株式

．子会社株式とは、発行済株式数の ％超を保有した会社の株式をいう。このほか、当

該一般社団・財団法人が直接的又は間接的に、他の会社の財務及び営業又は事業の方針

を決定する意思決定機関を支配している場合の当該他の会社の株式を含む。

．関連会社株式とは、発行済株式数の ％以上 ％以下を保有した会社の株式をいう。

このほか、当該一般社団・財団法人が直接的又は間接的に、他の会社の財務及び営業又

は事業の方針の決定に対して、重要な影響を与えることができる場合における当該他の

会社の株式を含む。

．子会社株式及び関連会社株式は、取得価額をもって貸借対照表価額とする。

その他有価証券

．売買目的有価証券、満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有

価証券は、その他有価証券といい、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は純資

産の部に計上し、翌期首に取得価額に洗い替える。なお、「 ．税効果会計」による会計

処理を行う場合には、評価差額は、税効果会計による調整後の金額を計上する。

有価証券の減損損失

．満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式並びにその他有価証券のうち市場

価格のあるものについて時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は活動計算書上、当期の

費用として処理する。

．市場価格のあるものについて時価が「著しく下落したとき」とは、少なくとも個々の

銘柄の有価証券の時価が、取得価額に比べて ％程度以上下落した場合をいう。この場

合には、合理的な反証がない限り、時価が取得価額まで回復する見込みがあるとは認め

られないため、減損処理を行う。

．市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく

低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は活動計算書上、当期の費用として処理

する。ただし、市場価格のない株式の実質価額について、回復可能性が十分な証拠によ

って裏付けられる場合には、期末において相当の減額をしないことも認められる。

．財政状態の悪化とは、一般に公正妥当と認められる会計基準その他の企業会計の慣行

に従って作成した財務諸表を基礎に、原則として、資産等の時価評価に基づく評価差額

等を加味して算定した１株当たりの純資産額が、当該株式の取得時と比較して、相当程

度下落している場合をいう。

．市場価格のない株式の実質価額が「著しく低下したとき」とは、少なくとも株式の実

質価額が取得原価に比べて ％程度以上低下した場合をいう。実質価額は、通常、１株
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当たりの純資産額に所有株式数を乗じた金額であるが、会社の超過収益力等を考慮に入

れることができる。

デリバティブ

．デリバティブ取引により生じる正味の債権は、時価をもって貸借対照表価額とし、評

価差額は、当期の収益費用差額として処理する。

．ヘッジ目的でデリバティブ取引を行った場合、ヘッジ対象資産に譲渡等の事実がなく、

かつ、そのデリバティブ取引がヘッジ対象資産に係る損失発生のヘッジに有効である場

合に限り、収益費用差額の繰延べが認められる。この場合、ヘッジ手段であるデリバテ

ィブ取引から発生する評価差額は、ヘッジ対象に係る収益費用差額が認識されるまで、

純資産として繰り延べる。なお、「 ．税効果会計」による会計処理を行う場合には、差

額は、税効果会計による調整後の金額を計上する。

子会社株式及び関連会社株式

．子会社株式とは、発行済株式数の ％超を保有した会社の株式をいう。このほか、当

該一般社団・財団法人が直接的又は間接的に、他の会社の財務及び営業又は事業の方針

を決定する意思決定機関を支配している場合の当該他の会社の株式を含む。

．関連会社株式とは、発行済株式数の ％以上 ％以下を保有した会社の株式をいう。

このほか、当該一般社団・財団法人が直接的又は間接的に、他の会社の財務及び営業又

は事業の方針の決定に対して、重要な影響を与えることができる場合における当該他の

会社の株式を含む。

．子会社株式及び関連会社株式は、取得価額をもって貸借対照表価額とする。

その他有価証券

．売買目的有価証券、満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有

価証券は、その他有価証券といい、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は純資

産の部に計上し、翌期首に取得価額に洗い替える。なお、「 ．税効果会計」による会計

処理を行う場合には、評価差額は、税効果会計による調整後の金額を計上する。

有価証券の減損損失

．満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式並びにその他有価証券のうち市場

価格のあるものについて時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は活動計算書上、当期の

費用として処理する。

．市場価格のあるものについて時価が「著しく下落したとき」とは、少なくとも個々の

銘柄の有価証券の時価が、取得価額に比べて ％程度以上下落した場合をいう。この場

合には、合理的な反証がない限り、時価が取得価額まで回復する見込みがあるとは認め

られないため、減損処理を行う。

．市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく

低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は活動計算書上、当期の費用として処理

する。ただし、市場価格のない株式の実質価額について、回復可能性が十分な証拠によ

って裏付けられる場合には、期末において相当の減額をしないことも認められる。

．財政状態の悪化とは、一般に公正妥当と認められる会計基準その他の企業会計の慣行

に従って作成した財務諸表を基礎に、原則として、資産等の時価評価に基づく評価差額

等を加味して算定した１株当たりの純資産額が、当該株式の取得時と比較して、相当程

度下落している場合をいう。

．市場価格のない株式の実質価額が「著しく低下したとき」とは、少なくとも株式の実

質価額が取得原価に比べて ％程度以上低下した場合をいう。実質価額は、通常、１株
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３．有形固定資産及び無形固定資産

有形固定資産

．有形固定資産のうち、構築物、建設仮勘定とは、以下のものをいう。

構築物とは、土地に定着する土木設備又は工作物をいう。

建設仮勘定とは、有形固定資産（第 項 ～ に掲げる資産）で通常の事業活動

の用に供することを前提として、建設又は製作途中における当該建設又は製作のため

に支出した金額及び充当した材料をいう。

有形固定資産の貸借対照表価額

．有形固定資産については、その取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額をもって貸借対照表価額とする。

．有形固定資産の取得原価は、原則として当該資産の引取費用等の付随費用を含めて算

定した金額とする。

．償却済の有形固定資産は、除却されるまで残存価額又は備忘価額で記載する。

無形固定資産の貸借対照表価額

．無形固定資産については、当該資産の取得のために支出した金額から減価償却累計額

及び減損損失累計額を控除した価額をもって貸借対照表価額とする。

ソフトウエア

．ソフトウエア（コンピュータを機能させるように指令を組み合わせて表現したプログ

ラム等をいう。以下同じ。）を用いて外部に業務処理等のサービスを提供する契約等が締

結されている場合のように、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる

場合には、適正な原価を集計した上、当該ソフトウエアの制作に要した費用に相当する

額を無形固定資産として計上する。

．組織内利用のソフトウエアについては、完成品を購入した場合のように、その利用に

より将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、当該ソフトウエ

アの取得に要した費用に相当する額を無形固定資産として計上する。

．機械装置等に組み込まれているソフトウエアについては、当該機械装置等に含めて処

理する。

費用配分

．固定資産は、当該資産の耐用年数にわたり、無形固定資産は、当該資産の有効期間に

わたり配分するものであり、減価償却方法は、資産の将来の経済的便益を非営利組織が

費消すると予想されるパターンを反映するものである。減価償却方法は、定額法、定率

法、その他の方法によるものとする。

２．たな卸資産

たな卸資産の評価基準及び評価方法

．製品、半製品、原材料、仕掛品、商品等のたな卸資産については、原則として購入代

価又は製造原価に引取費用等の付随費用を加算し、これに個別法、先入先出法、平均原

価法等のうちあらかじめ定めた方法を適用して算定した取得価額をもって貸借対照表

価額とする。ただし、時価が取得価額よりも下落した場合には時価をもって貸借対照表

価額とする（低価法）。
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３．有形固定資産及び無形固定資産

有形固定資産

．有形固定資産のうち、構築物、建設仮勘定とは、以下のものをいう。

構築物とは、土地に定着する土木設備又は工作物をいう。

建設仮勘定とは、有形固定資産（第 項 ～ に掲げる資産）で通常の事業活動

の用に供することを前提として、建設又は製作途中における当該建設又は製作のため

に支出した金額及び充当した材料をいう。

有形固定資産の貸借対照表価額

．有形固定資産については、その取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額をもって貸借対照表価額とする。

．有形固定資産の取得原価は、原則として当該資産の引取費用等の付随費用を含めて算

定した金額とする。

．償却済の有形固定資産は、除却されるまで残存価額又は備忘価額で記載する。

無形固定資産の貸借対照表価額

．無形固定資産については、当該資産の取得のために支出した金額から減価償却累計額

及び減損損失累計額を控除した価額をもって貸借対照表価額とする。

ソフトウエア

．ソフトウエア（コンピュータを機能させるように指令を組み合わせて表現したプログ

ラム等をいう。以下同じ。）を用いて外部に業務処理等のサービスを提供する契約等が締

結されている場合のように、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる

場合には、適正な原価を集計した上、当該ソフトウエアの制作に要した費用に相当する

額を無形固定資産として計上する。

．組織内利用のソフトウエアについては、完成品を購入した場合のように、その利用に

より将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、当該ソフトウエ

アの取得に要した費用に相当する額を無形固定資産として計上する。

．機械装置等に組み込まれているソフトウエアについては、当該機械装置等に含めて処

理する。

費用配分

．固定資産は、当該資産の耐用年数にわたり、無形固定資産は、当該資産の有効期間に

わたり配分するものであり、減価償却方法は、資産の将来の経済的便益を非営利組織が

費消すると予想されるパターンを反映するものである。減価償却方法は、定額法、定率

法、その他の方法によるものとする。

２．たな卸資産

たな卸資産の評価基準及び評価方法

．製品、半製品、原材料、仕掛品、商品等のたな卸資産については、原則として購入代

価又は製造原価に引取費用等の付随費用を加算し、これに個別法、先入先出法、平均原

価法等のうちあらかじめ定めた方法を適用して算定した取得価額をもって貸借対照表

価額とする。ただし、時価が取得価額よりも下落した場合には時価をもって貸借対照表

価額とする（低価法）。
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ことができる。

① リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法

リース資産及びリース債務は、リース料総額で計上され、支払利息は計上されず、

減価償却費のみが計上される。

② 利息相当額の総額をリース期間中の各期にわたり定額で配分する方法

リース資産の減価償却費については、原則として、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算定する。償却方法については自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一である必要はなく、実態に応じたものを選択する。

リース料支払時の会計処理は、期中のリース料支払時に、支出する現金預金を元本

と支払利息の支払に区分する。なお、リース期間の利息相当額は、リース取引開始時

のリース料総額と、リース資産の計上価額の差額とする。

．重要性が乏しい場合とは、リース契約１件当たりの金額が、 万円未満の取引又は、

契約期間が１年内のリース取引又はリース料総額が資産計上基準を満たさない場合を

いう。

．リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合とは、未経過リース料、有形固定

資産及び無形固定資産の期末残高の合計額に占める未経過リース料の割合が ％未満

である場合をいう。

ファイナンス・リース取引の表示

．貸借対照表の表示は以下のとおりとする。

リース資産については、原則として、有形固定資産、無形固定資産の別に、一括し

てリース資産として表示する。ただし、有形固定資産、無形固定資産に属する各科目

に含めることもできる。

リース債務については、貸借対照表日後１年内に支払の期限が到来するものは流動

負債に属するものとし、貸借対照表日後１年を超えて支払の期限が到来するものは固

定負債に属するものとする。

ファイナンス・リース取引の注記

．ファイナンス・リース取引で、売買取引に係る方法に準じて処理を行った場合には、

リース資産について、その内容（主な資産の種類等）及び減価償却の方法を注記する。

オペレーティング・リース取引の会計処理

．オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会

計処理を行う。

 
オペレーティング・リース取引の注記

．オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料は、１

年内のリース期間に係るものと、１年を超えるリース期間に係るものとに区分して注記

する。ただし、重要性が乏しい場合には、当該注記を要しない。

４．リース取引

．リース取引とは、特定の物件の所有者である貸手が、その物件の借手に対し、リース

期間にわたりこれを使用収益する権利を与え、借手は、リース料を貸手に支払う取引を

いう。

ファイナンス・リース取引

．リース契約に基づくリース期間の中途において契約を解除することができないリース

取引又はこれに準ずるリース取引で、借手が、契約に基づきリース物件からもたらされ

る経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、リース物件の使用に伴って生じる

コストを実質的に負担することとなるリース取引をファイナンス・リース取引といい、

このうち、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借手に移転すると認

められるもの以外の取引を所有権移転外ファイナンス・リース取引という。

オペレーティング・リース取引

．オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引以外のリース取引を

いう。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理

．

ファイナンス・リース取引は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行う。

借手は、リース物件とこれに係る債務をリース資産とリース債務として計上する。

リース資産とリース債務の計上額を算定するに当たっては、原則として、リース契

約締結時に合意されたリース料総額からこれに含まれている利息相当額の合理的な見

積額を控除する方法による。

当該利息相当額については、原則として、リース期間にわたり利息法により配分す

る。

リース資産の減価償却費は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法により算定する。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理

．リース取引開始時の会計処理については、以下のとおりである。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は、通常の売買取引に係る方法

に準じて会計処理を行う。ただし、重要性が乏しい場合には、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて会計処理を行うことができる。

リース取引開始日におけるリース資産とリース債務の計上額は、リース料総額の現

在価値と貸手の購入価額等（貸手の購入価額等が明らかでない場合は借手の見積現金

購入価額）とのいずれか低い額による。

．

利息相当額の総額は、原則としてリース期間にわたり利息法により配分するが、リ

ース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合は、次のいずれかの方法を採用する
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ことができる。

① リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法

リース資産及びリース債務は、リース料総額で計上され、支払利息は計上されず、

減価償却費のみが計上される。

② 利息相当額の総額をリース期間中の各期にわたり定額で配分する方法

リース資産の減価償却費については、原則として、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算定する。償却方法については自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一である必要はなく、実態に応じたものを選択する。

リース料支払時の会計処理は、期中のリース料支払時に、支出する現金預金を元本

と支払利息の支払に区分する。なお、リース期間の利息相当額は、リース取引開始時

のリース料総額と、リース資産の計上価額の差額とする。

．重要性が乏しい場合とは、リース契約１件当たりの金額が、 万円未満の取引又は、

契約期間が１年内のリース取引又はリース料総額が資産計上基準を満たさない場合を

いう。

．リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合とは、未経過リース料、有形固定

資産及び無形固定資産の期末残高の合計額に占める未経過リース料の割合が ％未満

である場合をいう。

ファイナンス・リース取引の表示

．貸借対照表の表示は以下のとおりとする。

リース資産については、原則として、有形固定資産、無形固定資産の別に、一括し

てリース資産として表示する。ただし、有形固定資産、無形固定資産に属する各科目

に含めることもできる。

リース債務については、貸借対照表日後１年内に支払の期限が到来するものは流動

負債に属するものとし、貸借対照表日後１年を超えて支払の期限が到来するものは固

定負債に属するものとする。

ファイナンス・リース取引の注記

．ファイナンス・リース取引で、売買取引に係る方法に準じて処理を行った場合には、

リース資産について、その内容（主な資産の種類等）及び減価償却の方法を注記する。

オペレーティング・リース取引の会計処理

．オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会

計処理を行う。

 
オペレーティング・リース取引の注記

．オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料は、１

年内のリース期間に係るものと、１年を超えるリース期間に係るものとに区分して注記

する。ただし、重要性が乏しい場合には、当該注記を要しない。

４．リース取引

．リース取引とは、特定の物件の所有者である貸手が、その物件の借手に対し、リース

期間にわたりこれを使用収益する権利を与え、借手は、リース料を貸手に支払う取引を

いう。

ファイナンス・リース取引

．リース契約に基づくリース期間の中途において契約を解除することができないリース

取引又はこれに準ずるリース取引で、借手が、契約に基づきリース物件からもたらされ

る経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、リース物件の使用に伴って生じる

コストを実質的に負担することとなるリース取引をファイナンス・リース取引といい、

このうち、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借手に移転すると認

められるもの以外の取引を所有権移転外ファイナンス・リース取引という。

オペレーティング・リース取引

．オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引以外のリース取引を

いう。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理

．

ファイナンス・リース取引は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行う。

借手は、リース物件とこれに係る債務をリース資産とリース債務として計上する。

リース資産とリース債務の計上額を算定するに当たっては、原則として、リース契

約締結時に合意されたリース料総額からこれに含まれている利息相当額の合理的な見

積額を控除する方法による。

当該利息相当額については、原則として、リース期間にわたり利息法により配分す

る。

リース資産の減価償却費は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法により算定する。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理

．リース取引開始時の会計処理については、以下のとおりである。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は、通常の売買取引に係る方法

に準じて会計処理を行う。ただし、重要性が乏しい場合には、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて会計処理を行うことができる。

リース取引開始日におけるリース資産とリース債務の計上額は、リース料総額の現

在価値と貸手の購入価額等（貸手の購入価額等が明らかでない場合は借手の見積現金

購入価額）とのいずれか低い額による。

．

利息相当額の総額は、原則としてリース期間にわたり利息法により配分するが、リ

ース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合は、次のいずれかの方法を採用する
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減損損失の認識と測定

．資産又は資産グループについて、以下の３ステップで減損会計を適用する。

減損の兆候の有無を判断する。

減損の兆候がある場合には、減損の存在が相当程度確実と認められるか否かで減損

を認識するかどうかを判定する。

減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについて減損額の

測定を行う。

資金生成資産の減損

減損の兆候

．資金生成資産について、以下のいずれかの状況に該当する場合又はいずれかの状況が

見込まれる場合には、減損の兆候が認められる。

損益又はキャッシュ・フローについて、以下のいずれかがある場合

・ 投資時に作成された合理的な事業計画からの著しい乖離

・ 長期間（３年～５年程度）にわたる継続したマイナス

回収可能額を著しく低下させる変化

遊休、稼働率の低下、機能的減価、建設仮勘定に計上している建設途中の固定資産

の建設の大幅な遅れや延期・中止、異なる用途への変更、資産の処分、事業廃止や縮

小の決定等がある。

経営環境の著しい悪化

技術革新による著しい陳腐化、特許期間終了による重要な関連技術の拡散など技術

的環境の著しい悪化や、業務に関連する重要な法律改正、規制緩和や規制強化、補助

金の大幅な減額などの制度に関する環境の著しい悪化、重大な法令違反の発生等があ

る。

市場価格の著しい下落

減損の認識

．減損の兆候がある資金生成資産について、資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、資産又は資産グループから得られ

る割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を一定程度下回る場合に、減損損失

を認識する。

将来キャッシュ・フローは、当該資産又は資産グループの使用と直接結び付いて生

み出される経常的な将来キャッシュ・フロー及び確実に見込まれる臨時的な将来キャ

ッシュ・フローとする。なお、現在の価値を維持するための合理的な設備投資に関連

する将来キャッシュ・フローは、見積りに含める。

将来キャッシュ・フローの見積期間は、資産又は資産グループの中の主要な資産の

経済的残存使用年数と 年のいずれか短い方とする。

一定程度の水準について、一定程度とは、投資案件に期待する収益率にもよるため、

一律に数値基準を示すことはできないものの、少なくとも割引前将来キャッシュ・フ

ローが帳簿価額を ％以上下回る場合には、減損の存在が確実である。

５．固定資産の減損

適用対象資産

．適用対象資産は、固定資産とする。また、金融資産、繰延税金資産については、個別

の項において、評価に関する個別規定が設定されているため除く。

資産の区分

．資産の区分は次のとおりである。

資金生成資産とは、当該資産又は資産グループの使用と直接結び付いて生み出され

る将来キャッシュ・フローにより、投資の回収を予定する資産又は資産グループをい

う。

将来キャッシュ・フローとは、例えば、以下のようなものがある。

① 事業収益、運営補助金、措置事業に関する措置費

② 資産又は資産グループにおいて継続的に受領している寄附金

③ 資産又は資産グループに直接紐付く会費

④ 過去の実績から、毎期、資産又は資産グループが直接受領すると見込まれる寄附金

⑤ 臨時的な寄附金のうち履行が確実と考えられる寄附金

⑥ 資産又は資産グループで発生するコスト

非資金生成資産とは、資金生成資産以外の資産又は資産グループをいう。

資産のグルーピング

．

一般社団・財団法人における資産のグルーピングは、他の資産又は資産グループか

らおおむね独立したキャッシュ・フロー又はサービスを生み出す最小の単位で行う。

キャッシュ・フロー又はサービスを生み出す最小の単位の決定は、管理会計上の区

分や投資の意思決定（資産の処分や事業の廃止に関する意思決定を含む。）を総合的に

判断して行う。

複数の資産グループ共通で使用される資産（以下「共通使用資産」という。）がある

場合には、共通使用資産が関連する複数の資産又は資産グループに共通使用資産を加

えた、より大きな単位の将来キャッシュ・フローにより、当該共通使用資産が関連す

る資産又は資産グループの投資額及び共通使用資産の投資額の回収を予定しているか

否かで、当該共通使用資産を資金生成資産と非資金生成資産に区分する。

① 資金生成資産グループのみに使用される共通使用資産は、資金生成資産となるこ

とが多い。

② 非資金生成資産グループのみに使用される共通使用資産は、非資金生成資産とな

ることが多い。

③ 本部資産のように資金生成資産グループと非資金生成資産グループにまたがり、

組織共通で利用される共通使用資産は、組織全体で当該共通使用資産も含めて投資

の回収を予定する場合には資金生成資産となり、組織全体で当該共通使用資産の投

資の回収を予定しない場合には非資金生成資産となる。
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減損損失の認識と測定

．資産又は資産グループについて、以下の３ステップで減損会計を適用する。

減損の兆候の有無を判断する。

減損の兆候がある場合には、減損の存在が相当程度確実と認められるか否かで減損

を認識するかどうかを判定する。

減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについて減損額の

測定を行う。

資金生成資産の減損

減損の兆候

．資金生成資産について、以下のいずれかの状況に該当する場合又はいずれかの状況が

見込まれる場合には、減損の兆候が認められる。

損益又はキャッシュ・フローについて、以下のいずれかがある場合

・ 投資時に作成された合理的な事業計画からの著しい乖離

・ 長期間（３年～５年程度）にわたる継続したマイナス

回収可能額を著しく低下させる変化

遊休、稼働率の低下、機能的減価、建設仮勘定に計上している建設途中の固定資産

の建設の大幅な遅れや延期・中止、異なる用途への変更、資産の処分、事業廃止や縮

小の決定等がある。

経営環境の著しい悪化

技術革新による著しい陳腐化、特許期間終了による重要な関連技術の拡散など技術

的環境の著しい悪化や、業務に関連する重要な法律改正、規制緩和や規制強化、補助

金の大幅な減額などの制度に関する環境の著しい悪化、重大な法令違反の発生等があ

る。

市場価格の著しい下落

減損の認識

．減損の兆候がある資金生成資産について、資産又は資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、資産又は資産グループから得られ

る割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を一定程度下回る場合に、減損損失

を認識する。

将来キャッシュ・フローは、当該資産又は資産グループの使用と直接結び付いて生

み出される経常的な将来キャッシュ・フロー及び確実に見込まれる臨時的な将来キャ

ッシュ・フローとする。なお、現在の価値を維持するための合理的な設備投資に関連

する将来キャッシュ・フローは、見積りに含める。

将来キャッシュ・フローの見積期間は、資産又は資産グループの中の主要な資産の

経済的残存使用年数と 年のいずれか短い方とする。

一定程度の水準について、一定程度とは、投資案件に期待する収益率にもよるため、

一律に数値基準を示すことはできないものの、少なくとも割引前将来キャッシュ・フ

ローが帳簿価額を ％以上下回る場合には、減損の存在が確実である。

５．固定資産の減損

適用対象資産

．適用対象資産は、固定資産とする。また、金融資産、繰延税金資産については、個別

の項において、評価に関する個別規定が設定されているため除く。

資産の区分

．資産の区分は次のとおりである。

資金生成資産とは、当該資産又は資産グループの使用と直接結び付いて生み出され

る将来キャッシュ・フローにより、投資の回収を予定する資産又は資産グループをい

う。

将来キャッシュ・フローとは、例えば、以下のようなものがある。

① 事業収益、運営補助金、措置事業に関する措置費

② 資産又は資産グループにおいて継続的に受領している寄附金

③ 資産又は資産グループに直接紐付く会費

④ 過去の実績から、毎期、資産又は資産グループが直接受領すると見込まれる寄附金

⑤ 臨時的な寄附金のうち履行が確実と考えられる寄附金

⑥ 資産又は資産グループで発生するコスト

非資金生成資産とは、資金生成資産以外の資産又は資産グループをいう。

資産のグルーピング

．

一般社団・財団法人における資産のグルーピングは、他の資産又は資産グループか

らおおむね独立したキャッシュ・フロー又はサービスを生み出す最小の単位で行う。

キャッシュ・フロー又はサービスを生み出す最小の単位の決定は、管理会計上の区

分や投資の意思決定（資産の処分や事業の廃止に関する意思決定を含む。）を総合的に

判断して行う。

複数の資産グループ共通で使用される資産（以下「共通使用資産」という。）がある

場合には、共通使用資産が関連する複数の資産又は資産グループに共通使用資産を加

えた、より大きな単位の将来キャッシュ・フローにより、当該共通使用資産が関連す

る資産又は資産グループの投資額及び共通使用資産の投資額の回収を予定しているか

否かで、当該共通使用資産を資金生成資産と非資金生成資産に区分する。

① 資金生成資産グループのみに使用される共通使用資産は、資金生成資産となるこ

とが多い。

② 非資金生成資産グループのみに使用される共通使用資産は、非資金生成資産とな

ることが多い。

③ 本部資産のように資金生成資産グループと非資金生成資産グループにまたがり、

組織共通で利用される共通使用資産は、組織全体で当該共通使用資産も含めて投資

の回収を予定する場合には資金生成資産となり、組織全体で当該共通使用資産の投

資の回収を予定しない場合には非資金生成資産となる。
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市場価格の著しい下落

減損の認識

．減損の兆候がある非資金生成資産について、以下の場合に該当するときは減損損失を

認識する。

兆候が第 項 ～ の場合

資産又は資産グループの全部又は一部の使用が想定されないとき

兆候が第 項 の場合

市場価格の回復見込みがあると認められないとき

上記 において、減損の兆候があるが、当該資産又は資産グループを用いてサービス

提供を継続する場合には、減損の認識は不要である。ただし、このような決定を行うた

めには、当該サービス提供の継続可能性を検討していることが要件となる。

減損の測定

．減損損失を認識すべきであると判定された非資金生成資産については、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の費用に計上する。

回収可能価額について

① 回収可能価額は、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高

い方とする。

② 正味売却価額は、資産又は資産グループの売却により生み出される価値である。

正味売却価額は、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を控除して算定

される。

③ 使用価値は、減価償却後再調達価額により算定される。ただし、減価償却後再調

達価額の算定が困難な場合は、資産の帳簿価額に使用が想定される割合を乗じて算

出した金額を再調達価額とすることができる。

減価償却後再調達価額は、固定資産の一部につき使用が想定されていない部分以外

の部分が有するサービス提供能力と同じサービス提供能力を有する資産を新たに取得

した場合において見込まれる取得価額から、対応する減価償却累計額を控除した価額

をいう。

注記

．次に掲げる事項について注記をする。

主な資金生成資産と非資金生成資産の内容

資産又は資産グループの区分変更を行った場合には、その旨、変更理由

．減損を認識した場合には、次に掲げる事項について注記をする。

減損を認識した資産又は資産グループの用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

減損の認識に至った経緯

主な固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

資産グループについて減損損失を認識した場合には、当該資産グループの概要と資

産をグルーピングした方法

減損の測定

．減損損失を認識すべきであると判定された資金生成資産については、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の費用とする。

回収可能価額について

① 回収可能価額は、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高

い方とする。

② 正味売却価額は、資産又は資産グループの売却により生み出される価値である。

正味売却価額は、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を控除して算定

される。

③ 使用価値は、資産又は資産グループの使用により生み出される価値である。使用

価値は、資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込

まれる将来キャッシュ・フローの割引現在価値より算定される。

割引率について

① 割引率は、貨幣の時間的価値を反映した割引率とする。資産又は資産グループに

係る将来キャッシュ・フローが、その見積値から乖離するリスクが、将来キャッシ

ュ・フローの見積りに反映されていない場合には、これを割引率に反映させる。

② 当該リスクを割引率に反映させる場合には、当該資産又は資産が属する事業に期

待される収益率を用いたり、組織に期待される収益率を用いたりして当該割引率を

算定する。

③ 当該資産又は資産が属する事業に期待される収益率は、当該資産に係る事業の状

況によって異なり、資本コストを下回ることはない。

④ 組織存続に最低限必要となる収益率を自己資本コストと考え、当該自己資本コス

トと借入資本コストの加重平均を組織に期待される収益率とする。

非資金生成資産の減損

減損の兆候

．非資金生成資産について、以下のいずれかの状況に該当する場合又はいずれかの状況

が見込まれる場合に減損の兆候が認められる。

固定資産が帰属する事業の実績について、投資時の事業計画からの著しい乖離

著しい乖離とは、運営施設における利用者の減少や資産の使用率の低下、資産能力

の想定との相違、想定と異なる維持管理コストの発生、事業やプロジェクトの大幅な

遅延等である。

資産又は資産グループの使用範囲や方法、使用可能性を低下させる変化

遊休、稼働率の低下、機能的減価、建設仮勘定に計上している建設途中の固定資産

の建設の大幅な遅れや延期・中止、異なる用途への変更、資産の処分、事業廃止や縮

小の決定等がある。

経営環境の著しい悪化

技術革新による著しい陳腐化、特許期間終了による重要な関連技術の拡散など技術

的環境の著しい悪化や、業務に関連する重要な法律改正、規制緩和や規制強化、補助

金の大幅な減額などの制度に関する環境の著しい悪化、重大な法令違反の発生等があ

る。
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市場価格の著しい下落

減損の認識

．減損の兆候がある非資金生成資産について、以下の場合に該当するときは減損損失を

認識する。

兆候が第 項 ～ の場合

資産又は資産グループの全部又は一部の使用が想定されないとき

兆候が第 項 の場合

市場価格の回復見込みがあると認められないとき

上記 において、減損の兆候があるが、当該資産又は資産グループを用いてサービス

提供を継続する場合には、減損の認識は不要である。ただし、このような決定を行うた

めには、当該サービス提供の継続可能性を検討していることが要件となる。

減損の測定

．減損損失を認識すべきであると判定された非資金生成資産については、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の費用に計上する。

回収可能価額について

① 回収可能価額は、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高

い方とする。

② 正味売却価額は、資産又は資産グループの売却により生み出される価値である。

正味売却価額は、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を控除して算定

される。

③ 使用価値は、減価償却後再調達価額により算定される。ただし、減価償却後再調

達価額の算定が困難な場合は、資産の帳簿価額に使用が想定される割合を乗じて算

出した金額を再調達価額とすることができる。

減価償却後再調達価額は、固定資産の一部につき使用が想定されていない部分以外

の部分が有するサービス提供能力と同じサービス提供能力を有する資産を新たに取得

した場合において見込まれる取得価額から、対応する減価償却累計額を控除した価額

をいう。

注記

．次に掲げる事項について注記をする。

主な資金生成資産と非資金生成資産の内容

資産又は資産グループの区分変更を行った場合には、その旨、変更理由

．減損を認識した場合には、次に掲げる事項について注記をする。

減損を認識した資産又は資産グループの用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

減損の認識に至った経緯

主な固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

資産グループについて減損損失を認識した場合には、当該資産グループの概要と資

産をグルーピングした方法

減損の測定

．減損損失を認識すべきであると判定された資金生成資産については、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の費用とする。

回収可能価額について

① 回収可能価額は、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高

い方とする。

② 正味売却価額は、資産又は資産グループの売却により生み出される価値である。

正味売却価額は、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を控除して算定

される。

③ 使用価値は、資産又は資産グループの使用により生み出される価値である。使用

価値は、資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込

まれる将来キャッシュ・フローの割引現在価値より算定される。

割引率について

① 割引率は、貨幣の時間的価値を反映した割引率とする。資産又は資産グループに

係る将来キャッシュ・フローが、その見積値から乖離するリスクが、将来キャッシ

ュ・フローの見積りに反映されていない場合には、これを割引率に反映させる。

② 当該リスクを割引率に反映させる場合には、当該資産又は資産が属する事業に期

待される収益率を用いたり、組織に期待される収益率を用いたりして当該割引率を

算定する。

③ 当該資産又は資産が属する事業に期待される収益率は、当該資産に係る事業の状

況によって異なり、資本コストを下回ることはない。

④ 組織存続に最低限必要となる収益率を自己資本コストと考え、当該自己資本コス

トと借入資本コストの加重平均を組織に期待される収益率とする。

非資金生成資産の減損

減損の兆候

．非資金生成資産について、以下のいずれかの状況に該当する場合又はいずれかの状況

が見込まれる場合に減損の兆候が認められる。

固定資産が帰属する事業の実績について、投資時の事業計画からの著しい乖離

著しい乖離とは、運営施設における利用者の減少や資産の使用率の低下、資産能力

の想定との相違、想定と異なる維持管理コストの発生、事業やプロジェクトの大幅な

遅延等である。

資産又は資産グループの使用範囲や方法、使用可能性を低下させる変化

遊休、稼働率の低下、機能的減価、建設仮勘定に計上している建設途中の固定資産

の建設の大幅な遅れや延期・中止、異なる用途への変更、資産の処分、事業廃止や縮

小の決定等がある。

経営環境の著しい悪化

技術革新による著しい陳腐化、特許期間終了による重要な関連技術の拡散など技術

的環境の著しい悪化や、業務に関連する重要な法律改正、規制緩和や規制強化、補助

金の大幅な減額などの制度に関する環境の著しい悪化、重大な法令違反の発生等があ

る。
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６．外貨建取引

外貨建取引

．外貨建取引とは、売買価額その他取引価額が外国通貨で表示されている取引をいう。

．外貨建取引は、原則として、当該取引発生時の為替相場による円換算額をもって記録

する。

．在外事務所における外貨建取引については、原則として、主たる事務所と同様に処理

する。ただし、外国通貨で表示されている在外事務所の財務諸表に基づき非営利組織の

財務諸表を作成する場合には、在外事務所の財務諸表の費用及び収益（費用性資産の費

用化額及び収益性負債の収益化額を除く。）の換算については、期中平均相場によること

ができる。

貸借対照表価額

．外国通貨、外貨建金銭債権債務及び外貨建有価証券については、決算時において、次

の区分ごとの換算額をもって貸借対照表価額とする。

外国通貨については、決算時の為替相場による円換算額

外貨建金銭債権債務については、決算時の為替相場による円換算額

外貨建有価証券の換算額については、保有目的による区分に応じ、次により換算し

た額

① 満期保有目的の外貨建債券については、決算時の為替相場による円換算額

② 売買目的有価証券及びその他有価証券については、外国通貨による時価を決算時

の為替相場により円換算した額

③ 子会社株式・関連会社株式については、取得時の為替相場による円換算額

．外貨建有価証券について時価の著しい下落又は実質価額の著しい低下により評価額

の引下げが求められる場合には、当該有価証券の時価又は実質価額は、外国通貨による

時価又は実質価額を決算時の為替相場により円換算した額とする。

決算時の換算差額の会計処理

．決算時における換算によって生じた換算差額は、当期の為替差損益として処理する。

ただし、外貨建有価証券換算差額については、時価の著しい下落又は実質価額の著しい

低下により、決算時の為替相場による換算を行ったことによって生じた換算差額は、当

期の有価証券の評価損として処理するほか、次に定めるところにより処理するものとす

る。

満期保有目的の外貨建債券について決算時の為替相場による換算を行うことによっ

て生じた換算差額は、当期の為替差損益として処理する。

売買目的の外貨建債券について決算時の為替相場による換算を行うことによって生

じた換算差額は、当期の評価差額として処理する。

外貨建のその他有価証券について決算時の為替相場による換算を行うことによって

生じた換算差額は、純資産の部にその他有価証券券評価差額金として計上し、翌期首

回収可能価額が正味売却価額である場合には、その旨及び時価の算定方法、回収可

能価額が使用価値である場合にはその旨及び割引率
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６．外貨建取引

外貨建取引

．外貨建取引とは、売買価額その他取引価額が外国通貨で表示されている取引をいう。

．外貨建取引は、原則として、当該取引発生時の為替相場による円換算額をもって記録

する。

．在外事務所における外貨建取引については、原則として、主たる事務所と同様に処理

する。ただし、外国通貨で表示されている在外事務所の財務諸表に基づき非営利組織の

財務諸表を作成する場合には、在外事務所の財務諸表の費用及び収益（費用性資産の費

用化額及び収益性負債の収益化額を除く。）の換算については、期中平均相場によること

ができる。

貸借対照表価額

．外国通貨、外貨建金銭債権債務及び外貨建有価証券については、決算時において、次

の区分ごとの換算額をもって貸借対照表価額とする。

外国通貨については、決算時の為替相場による円換算額

外貨建金銭債権債務については、決算時の為替相場による円換算額

外貨建有価証券の換算額については、保有目的による区分に応じ、次により換算し

た額

① 満期保有目的の外貨建債券については、決算時の為替相場による円換算額

② 売買目的有価証券及びその他有価証券については、外国通貨による時価を決算時

の為替相場により円換算した額

③ 子会社株式・関連会社株式については、取得時の為替相場による円換算額

．外貨建有価証券について時価の著しい下落又は実質価額の著しい低下により評価額

の引下げが求められる場合には、当該有価証券の時価又は実質価額は、外国通貨による

時価又は実質価額を決算時の為替相場により円換算した額とする。

決算時の換算差額の会計処理

．決算時における換算によって生じた換算差額は、当期の為替差損益として処理する。

ただし、外貨建有価証券換算差額については、時価の著しい下落又は実質価額の著しい

低下により、決算時の為替相場による換算を行ったことによって生じた換算差額は、当

期の有価証券の評価損として処理するほか、次に定めるところにより処理するものとす

る。

満期保有目的の外貨建債券について決算時の為替相場による換算を行うことによっ

て生じた換算差額は、当期の為替差損益として処理する。

売買目的の外貨建債券について決算時の為替相場による換算を行うことによって生

じた換算差額は、当期の評価差額として処理する。

外貨建のその他有価証券について決算時の為替相場による換算を行うことによって

生じた換算差額は、純資産の部にその他有価証券券評価差額金として計上し、翌期首

回収可能価額が正味売却価額である場合には、その旨及び時価の算定方法、回収可

能価額が使用価値である場合にはその旨及び割引率
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７．金融負債

金融負債

．金融負債とは、支払手形、未払金、借入金及び法人債等の金銭債務並びにデリバティ

ブ取引により生じる正味の債務等をいう。

金銭債務

貸借対照表価額

．金銭債務の貸借対照表価額は次のとおりとする。

支払手形、未払金、借入金その他の債務には、債務額を付さなければならない。

払込みを受けた金額が債務額と異なる法人債は、償却原価法に基づいて算定された

価額をもって貸借対照表価額とする。償却原価法とは、金銭債務を債務額と異なる金

額で計上した場合において、当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の

方法で取得価額に加減する方法をいう。

法人債

．事業資金等の調達のため非営利組織が発行する債券をいう。

デリバティブ

．デリバティブ取引により生じる正味の債務は、時価をもって貸借対照表価額とし、評

価差額は、当期の収益費用差額として処理する。

．ただし、金融機関からの融資と組み合わせて、金利スワップの元本の金額が同額であ

る等の一定要件を満たしている場合には、時価評価を行わないことができる。

に取得価額に洗い替える。

取引発生時の為替相場について

．取引発生時の為替相場とは、取引が発生した日における直物為替相場又は合理的な基

準に基づいて算定された平均相場、例えば取引の行われた月又は週の前月又は前週の直

物為替相場を平均したもの等、直近の一定期間の直物相場に基づいて算出されたものと

する。ただし、取引が発生した日の直近の一定の日における直物為替相場、例えば取引

の行われた月若しくは週の前月若しくは前週の末日又は当月若しくは当週の初日の直

物為替相場によることも認められる。

外国通貨による記録について

．外貨建債権債務及び外国通貨の保有状況並びに決済方法等から、外貨建取引について

当該取引発生時の外国通貨により記録することが合理的であると認められる場合には、

取引発生時の外国通貨の額をもって記録する方法を採用することができる。この場合に

は、外国通貨の額をもって記録された外貨建取引は、各月末等一定の時点において、当

該時点の直物為替相場又は合理的な基礎に基づいて算定された一定期間の平均相場に

よる円換算額を付するものとする。

‐ 26 ‐

40



７．金融負債

金融負債

．金融負債とは、支払手形、未払金、借入金及び法人債等の金銭債務並びにデリバティ

ブ取引により生じる正味の債務等をいう。

金銭債務

貸借対照表価額

．金銭債務の貸借対照表価額は次のとおりとする。

支払手形、未払金、借入金その他の債務には、債務額を付さなければならない。

払込みを受けた金額が債務額と異なる法人債は、償却原価法に基づいて算定された

価額をもって貸借対照表価額とする。償却原価法とは、金銭債務を債務額と異なる金

額で計上した場合において、当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の

方法で取得価額に加減する方法をいう。

法人債

．事業資金等の調達のため非営利組織が発行する債券をいう。

デリバティブ

．デリバティブ取引により生じる正味の債務は、時価をもって貸借対照表価額とし、評

価差額は、当期の収益費用差額として処理する。

．ただし、金融機関からの融資と組み合わせて、金利スワップの元本の金額が同額であ

る等の一定要件を満たしている場合には、時価評価を行わないことができる。

に取得価額に洗い替える。

取引発生時の為替相場について

．取引発生時の為替相場とは、取引が発生した日における直物為替相場又は合理的な基

準に基づいて算定された平均相場、例えば取引の行われた月又は週の前月又は前週の直

物為替相場を平均したもの等、直近の一定期間の直物相場に基づいて算出されたものと

する。ただし、取引が発生した日の直近の一定の日における直物為替相場、例えば取引

の行われた月若しくは週の前月若しくは前週の末日又は当月若しくは当週の初日の直

物為替相場によることも認められる。

外国通貨による記録について

．外貨建債権債務及び外国通貨の保有状況並びに決済方法等から、外貨建取引について

当該取引発生時の外国通貨により記録することが合理的であると認められる場合には、

取引発生時の外国通貨の額をもって記録する方法を採用することができる。この場合に

は、外国通貨の額をもって記録された外貨建取引は、各月末等一定の時点において、当

該時点の直物為替相場又は合理的な基礎に基づいて算定された一定期間の平均相場に

よる円換算額を付するものとする。
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て補正した給付算定式に従う。

退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い長期の債券の利回りを基礎と

して決定することとなる。

未認識過去勤務費用とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した退職給付債務

の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又は費用を超過して減額した

場合の利益処理を含む。以下同じ。）されていないものをいう。未認識過去勤務費用は、

原則として各期の発生額について、予想される退職時から現在までの平均的な期間（以

下「平均残存勤務期間」という。）以内の一定の年数で按分した額を毎期費用処理する。

未認識数理計算上の差異とは、年金資産の期待運用収益と実際の運用収益との差異、

退職給付債務の数理計算に用いた見積数値と実績との差異及び見積数値の変更等によ

り発生した差異のうち、費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異

は、原則として各期の発生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分し

た額を毎期費用処理する。

年金資産の額は、厚生年金基金等が運用している年金資産を期末における公正な評

価額により計算する。

確定給付制度の計算方法－簡便的方法

．退職給付の対象となる職員数が 人未満の場合、職員数が 人以上であっても年齢

や勤務期間に偏りがあるなどにより、原則法による計算の結果に一定の高い水準の信頼

性が得られない場合、原則的な方法により算定した場合の額と期末要支給額との差異に

重要性が乏しいと考えられる場合には、退職一時金に係る債務は、退職給付に係る期末

自己都合要支給額をもって算定することが認められる。

確定拠出制度の会計処理

．確定拠出年金制度のように拠出以後に追加的な負担が生じない確定拠出制度につい

ては、当該制度に基づく要拠出額である掛金をもって費用処理する。ただし、退職一時

金制度等の確定給付制度と併用している場合には、それぞれ会計処理する必要がある。

なお、退職一時金の一部を確定拠出制度等から支給する制度の場合には、期末自己都

合要支給額から同制度より給付される額を除いた金額によることとなる。

退職金規程がなく、退職金等の支払に関する合意も存在しない場合

．退職金規程がなく、かつ退職金等の支払に関する合意も存在しない場合には、退職給

付債務を計上することはできない。ただし、退職金の支給実績があり、将来においても

支給する見込みが高く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる場合には、重

要性がない場合を除き、退職給付引当金を計上する。

８．引当金

．引当金とは、以下のものをいう。

将来の支出の増加又は将来の収入の減少であって、その発生が当期以前の事象に起

因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる場合に

は、当該金額を引当金として負債に計上するとともに、当期の負担に帰すべき金額を

費用に計上する。ただし、引当金のうち資産に係る引当金の場合は、資産の控除項目

として計上する。

発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金は計上するこ

とができない。

．引当金には、例えば、以下のものがある。

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

債務保証損失引当金

損害補償損失引当金

退職給付債務・退職給付引当金

退職金制度の会計処理

．確定給付制度の会計処理について、就業規則等の定めに基づく退職一時金、厚生年金

基金及び確定給付企業年金の退職給付制度を採用している法人にあっては、引当金を計

上する。

．法人が拠出以後に追加的な負担が生じない確定拠出制度については、当該制度に基づ

く要拠出額である掛金をもって費用処理する。

確定給付制度の会計処理－原則法

．確定給付制度の会計処理は、原則として以下のとおりに行う。

退職給付債務は、退職により見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生し

ていると認められる額を割り引いて計算する。退職給付債務に未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務費用を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付引

当金として計上する。ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には、前払

年金費用として計上する。

退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、次のいずれかの

方法により計算する。この場合、一旦採用した方法は、原則として、継続して適用す

る。

① 退職給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とする方法

② 退職給付制度の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた給付に基づき見積も

った額を、退職給付見込額の各期の発生額とする方法

なお、この方法による場合、勤務期間の後期における給付算定式に従った給付が、

初期よりも著しく高い水準となるときは、当該期間の給付が均等に生じるとみなし
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て補正した給付算定式に従う。

退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い長期の債券の利回りを基礎と

して決定することとなる。

未認識過去勤務費用とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した退職給付債務

の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又は費用を超過して減額した

場合の利益処理を含む。以下同じ。）されていないものをいう。未認識過去勤務費用は、

原則として各期の発生額について、予想される退職時から現在までの平均的な期間（以

下「平均残存勤務期間」という。）以内の一定の年数で按分した額を毎期費用処理する。

未認識数理計算上の差異とは、年金資産の期待運用収益と実際の運用収益との差異、

退職給付債務の数理計算に用いた見積数値と実績との差異及び見積数値の変更等によ

り発生した差異のうち、費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異

は、原則として各期の発生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分し

た額を毎期費用処理する。

年金資産の額は、厚生年金基金等が運用している年金資産を期末における公正な評

価額により計算する。

確定給付制度の計算方法－簡便的方法

．退職給付の対象となる職員数が 人未満の場合、職員数が 人以上であっても年齢

や勤務期間に偏りがあるなどにより、原則法による計算の結果に一定の高い水準の信頼

性が得られない場合、原則的な方法により算定した場合の額と期末要支給額との差異に

重要性が乏しいと考えられる場合には、退職一時金に係る債務は、退職給付に係る期末

自己都合要支給額をもって算定することが認められる。

確定拠出制度の会計処理

．確定拠出年金制度のように拠出以後に追加的な負担が生じない確定拠出制度につい

ては、当該制度に基づく要拠出額である掛金をもって費用処理する。ただし、退職一時

金制度等の確定給付制度と併用している場合には、それぞれ会計処理する必要がある。

なお、退職一時金の一部を確定拠出制度等から支給する制度の場合には、期末自己都

合要支給額から同制度より給付される額を除いた金額によることとなる。

退職金規程がなく、退職金等の支払に関する合意も存在しない場合

．退職金規程がなく、かつ退職金等の支払に関する合意も存在しない場合には、退職給

付債務を計上することはできない。ただし、退職金の支給実績があり、将来においても

支給する見込みが高く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる場合には、重

要性がない場合を除き、退職給付引当金を計上する。

８．引当金

．引当金とは、以下のものをいう。

将来の支出の増加又は将来の収入の減少であって、その発生が当期以前の事象に起

因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる場合に

は、当該金額を引当金として負債に計上するとともに、当期の負担に帰すべき金額を

費用に計上する。ただし、引当金のうち資産に係る引当金の場合は、資産の控除項目

として計上する。

発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金は計上するこ

とができない。

．引当金には、例えば、以下のものがある。

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

債務保証損失引当金

損害補償損失引当金

退職給付債務・退職給付引当金

退職金制度の会計処理

．確定給付制度の会計処理について、就業規則等の定めに基づく退職一時金、厚生年金

基金及び確定給付企業年金の退職給付制度を採用している法人にあっては、引当金を計

上する。

．法人が拠出以後に追加的な負担が生じない確定拠出制度については、当該制度に基づ

く要拠出額である掛金をもって費用処理する。

確定給付制度の会計処理－原則法

．確定給付制度の会計処理は、原則として以下のとおりに行う。

退職給付債務は、退職により見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生し

ていると認められる額を割り引いて計算する。退職給付債務に未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務費用を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付引

当金として計上する。ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には、前払

年金費用として計上する。

退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、次のいずれかの

方法により計算する。この場合、一旦採用した方法は、原則として、継続して適用す

る。

① 退職給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とする方法

② 退職給付制度の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた給付に基づき見積も

った額を、退職給付見込額の各期の発生額とする方法

なお、この方法による場合、勤務期間の後期における給付算定式に従った給付が、

初期よりも著しく高い水準となるときは、当該期間の給付が均等に生じるとみなし
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支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

資産除去債務の総額の期中における増減内容

資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更の概要及び影響額

資産除去債務は発生しているが、その債務を合理的に見積もることができないため、

貸借対照表に資産除去債務を計上していない場合には、当該資産除去債務の概要、合

理的に見積もることができない旨及びその理由

９．資産除去債務

資産除去債務

．資産除去債務とは、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、

当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに

準ずるものをいう。この場合の法律上の義務及びそれに準ずるものには、有形固定資産

を除去する義務のほか、有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも、有形固定資産

を除去する際に当該有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等の要求による

特別の方法で除去する義務も含まれる。

．資産除去債務は、発生した時に負債として計上する。なお、資産除去債務の発生時に、

当該債務の金額を合理的に見積もることができない場合には、これを計上せず、当該債

務額を合理的に見積もることができるようになった時点で負債として計上する。

．有形固定資産の除去とは、有形固定資産を用役提供から除外することをいう（一時的

に除外する場合を除く。）。除去の具体的な態様としては、売却、廃棄、リサイクルその

他の方法による処分が含まれるが、転用や用途変更は含まれない。

．資産除去債務は、それが発生した時に有形固定資産の除却に要する割引前の将来キャ

ッシュ・フローを見積もり、割引後の金額（割引価値）で算定する。

除去費用

．資産除去債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時に、当該

負債の計上額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額に加える。資産計上された資

産除去債務に対応する除却費用は、減価償却を通じて、当該有形固定資産の残存耐用年

数にわたり、各期に費用配分する。

．時の経過による資産除去債務の調整額は、その発生時の費用として処理する。当該調

整額は、期首の負債の帳簿価額に当初負債計上時の割引率を乗じて算定する。

除去費用等の活動計算書上の表示

．資産計上された資産除去債務に対応する除去費用に係る費用配分額及び時の経過に

よる資産除去債務の調整額は、当該資産除去債務に関連する有形固定資産の減価償却費

と同じ区分に含めて計上する。

．資産除去債務の履行時に認識される資産除去債務残高と資産除去債務の決済のため

に実際に支払われた額との差額は、原則として、当該資産除去債務に対応する除去費用

に係る費用配分額と同じ区分に含めて計上する。

資産除去債務に係る注記

．資産除去債務の会計処理に関連して、次の事項を注記する。

資産除去債務の内容についての簡潔な説明
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支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

資産除去債務の総額の期中における増減内容

資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更の概要及び影響額

資産除去債務は発生しているが、その債務を合理的に見積もることができないため、

貸借対照表に資産除去債務を計上していない場合には、当該資産除去債務の概要、合

理的に見積もることができない旨及びその理由

９．資産除去債務

資産除去債務

．資産除去債務とは、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、

当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに

準ずるものをいう。この場合の法律上の義務及びそれに準ずるものには、有形固定資産

を除去する義務のほか、有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも、有形固定資産

を除去する際に当該有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等の要求による

特別の方法で除去する義務も含まれる。

．資産除去債務は、発生した時に負債として計上する。なお、資産除去債務の発生時に、

当該債務の金額を合理的に見積もることができない場合には、これを計上せず、当該債

務額を合理的に見積もることができるようになった時点で負債として計上する。

．有形固定資産の除去とは、有形固定資産を用役提供から除外することをいう（一時的

に除外する場合を除く。）。除去の具体的な態様としては、売却、廃棄、リサイクルその

他の方法による処分が含まれるが、転用や用途変更は含まれない。

．資産除去債務は、それが発生した時に有形固定資産の除却に要する割引前の将来キャ

ッシュ・フローを見積もり、割引後の金額（割引価値）で算定する。

除去費用

．資産除去債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時に、当該

負債の計上額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額に加える。資産計上された資

産除去債務に対応する除却費用は、減価償却を通じて、当該有形固定資産の残存耐用年

数にわたり、各期に費用配分する。

．時の経過による資産除去債務の調整額は、その発生時の費用として処理する。当該調

整額は、期首の負債の帳簿価額に当初負債計上時の割引率を乗じて算定する。

除去費用等の活動計算書上の表示

．資産計上された資産除去債務に対応する除去費用に係る費用配分額及び時の経過に

よる資産除去債務の調整額は、当該資産除去債務に関連する有形固定資産の減価償却費

と同じ区分に含めて計上する。

．資産除去債務の履行時に認識される資産除去債務残高と資産除去債務の決済のため

に実際に支払われた額との差額は、原則として、当該資産除去債務に対応する除去費用

に係る費用配分額と同じ区分に含めて計上する。

資産除去債務に係る注記

．資産除去債務の会計処理に関連して、次の事項を注記する。

資産除去債務の内容についての簡潔な説明
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．純資産の区分

純資産構成

．純資産は、主に、組織の財務的基盤として保持し続けることが求められる資源、資源

提供者との合意等に起因して使途の制約を受ける資源、活動目的を達成する観点から自

らの判断で使途を決定できる資源から構成される。

基金・代替基金

． 一般社団法人の基金について、定時社員総会の決議により、返還が認められる。そ

の場合には代替基金として同額を非拘束純資産から基金・代替基金に振り替える。

使途拘束純資産

．使途拘束純資産は、資源提供者との合意により、使途の制約を受ける資源をいう。

．使途拘束純資産には、以下のものが含まれる。

特定の目的の支出を前提として受け入れる寄附金、助成金・補助金

償却性資産、非償却性資産を問わず、固定資産の取得に充てられることを前提に受

け入れる寄附金、助成金・補助金

非拘束純資産

．非拘束純資産は、一般社団・財団法人が自らの活動目的を達成する観点から自ら使途

を決定できる資源をいう。

関連する投資損益等の取扱い

． 使途拘束純資産を原資とする資産について、投資損益又は減損が発生した場合、そ

の他有価証券に関わる評価差額を除き、使途拘束純資産の区分に計上する。その他有価

証券に関わる評価差額は、その他有価証券評価差額金として純資産の部に計上する。

．非拘束純資産を原資とする資産について、投資損益又は減損が発生した場合、その他

有価証券に関わる評価差額を除き、非拘束純資産の区分に計上する。その他有価証券に

関わる評価差額は、その他有価証券評価差額金として純資産の部に計上する。

純資産区分に関わる注記

．使途拘束純資産については、その内容を明らかにするために項目別に期首純資産残

高、当期増加額、当期減少額、当期増減差額、当期末純資産残高を注記する。

．純資産の区分間での振替がある場合には、振替の内訳を注記する。

．税効果会計

．税効果会計は、一般社団・財団法人の会計上の資産又は負債の額と法人税法に基づく

課税所得計算上の資産又は負債の額が異なる場合に、法人税等の額を適切に期間配分し

て、法人税等を控除する前の収益費用差額と法人税等を合理的に対応させるための手続

をいう。

．一般社団・財団法人において法人税法上の収益事業（公益目的事業を除く。）を実施

している場合は、税効果会計を適用する。ただし、一時差異等に重要性が乏しい場合、

繰延税金資産又は繰延税金負債を計上しないことができる。

．一時差異等とは、貸借対照表に計上されている資産又は負債の額と課税所得計算上の

資産又は負債の額との差額及び将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金をいう。一時差

異等があるときは、以下により法人税等の額を適切に期間配分する。

一時差異等に係る税金の額は、将来の会計期間において回収又は支払が見込まれな

い税金の額を除き、繰延税金資産又は繰延税金負債として貸借対照表に計上する。

繰延税金資産又は繰延税金負債の金額は、回収又は支払が行われるものと見込まれ

る期の税率に基づいて計算する。

繰延税金資産と繰延税金負債の差額を期首と期末で比較した増減額は、当期に納付

すべき法人税等の調整額として計上する。ただし、資産の評価替えにより生じた評価

差額が直接純資産の部に計上される場合には、当該評価差額に係る繰延税金資産又は

繰延税金負債を当該評価差額から控除して計上する。

繰越欠損金の扱い

．繰越欠損金に係る繰延税金資産は、法人の運営状況から近い将来課税所得が発生する

ことが確実に見込まれる場合に限り計上することができる。

法人税等の範囲

．法人税等には、法人税のほか、都道府県民税、市町村民税及び利益に関連する金額を

課税標準とする事業税が含まれる。

繰延税金資産の回収可能性

．繰延税金資産の計上には、収益力に基づく課税所得が十分見込まれること、及びスケ

ジューリングを行うことが前提となる。

法定実効税率

．法定実効税率とは、法人税等の収益費用差額に対する実質的な税金負担割合をいう。

非営利組織においては、課税の範囲や税率が多様であるため、各課税の対象等を踏まえ

て法定実効税率の計算をする。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳については、注記する。
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．純資産の区分

純資産構成

．純資産は、主に、組織の財務的基盤として保持し続けることが求められる資源、資源

提供者との合意等に起因して使途の制約を受ける資源、活動目的を達成する観点から自

らの判断で使途を決定できる資源から構成される。

基金・代替基金

． 一般社団法人の基金について、定時社員総会の決議により、返還が認められる。そ

の場合には代替基金として同額を非拘束純資産から基金・代替基金に振り替える。

使途拘束純資産

．使途拘束純資産は、資源提供者との合意により、使途の制約を受ける資源をいう。

．使途拘束純資産には、以下のものが含まれる。

特定の目的の支出を前提として受け入れる寄附金、助成金・補助金

償却性資産、非償却性資産を問わず、固定資産の取得に充てられることを前提に受

け入れる寄附金、助成金・補助金

非拘束純資産

．非拘束純資産は、一般社団・財団法人が自らの活動目的を達成する観点から自ら使途

を決定できる資源をいう。

関連する投資損益等の取扱い

． 使途拘束純資産を原資とする資産について、投資損益又は減損が発生した場合、そ

の他有価証券に関わる評価差額を除き、使途拘束純資産の区分に計上する。その他有価

証券に関わる評価差額は、その他有価証券評価差額金として純資産の部に計上する。

．非拘束純資産を原資とする資産について、投資損益又は減損が発生した場合、その他

有価証券に関わる評価差額を除き、非拘束純資産の区分に計上する。その他有価証券に

関わる評価差額は、その他有価証券評価差額金として純資産の部に計上する。

純資産区分に関わる注記

．使途拘束純資産については、その内容を明らかにするために項目別に期首純資産残

高、当期増加額、当期減少額、当期増減差額、当期末純資産残高を注記する。

．純資産の区分間での振替がある場合には、振替の内訳を注記する。

．税効果会計

．税効果会計は、一般社団・財団法人の会計上の資産又は負債の額と法人税法に基づく

課税所得計算上の資産又は負債の額が異なる場合に、法人税等の額を適切に期間配分し

て、法人税等を控除する前の収益費用差額と法人税等を合理的に対応させるための手続

をいう。

．一般社団・財団法人において法人税法上の収益事業（公益目的事業を除く。）を実施

している場合は、税効果会計を適用する。ただし、一時差異等に重要性が乏しい場合、

繰延税金資産又は繰延税金負債を計上しないことができる。

．一時差異等とは、貸借対照表に計上されている資産又は負債の額と課税所得計算上の

資産又は負債の額との差額及び将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金をいう。一時差

異等があるときは、以下により法人税等の額を適切に期間配分する。

一時差異等に係る税金の額は、将来の会計期間において回収又は支払が見込まれな

い税金の額を除き、繰延税金資産又は繰延税金負債として貸借対照表に計上する。

繰延税金資産又は繰延税金負債の金額は、回収又は支払が行われるものと見込まれ

る期の税率に基づいて計算する。

繰延税金資産と繰延税金負債の差額を期首と期末で比較した増減額は、当期に納付

すべき法人税等の調整額として計上する。ただし、資産の評価替えにより生じた評価

差額が直接純資産の部に計上される場合には、当該評価差額に係る繰延税金資産又は

繰延税金負債を当該評価差額から控除して計上する。

繰越欠損金の扱い

．繰越欠損金に係る繰延税金資産は、法人の運営状況から近い将来課税所得が発生する

ことが確実に見込まれる場合に限り計上することができる。

法人税等の範囲

．法人税等には、法人税のほか、都道府県民税、市町村民税及び利益に関連する金額を

課税標準とする事業税が含まれる。

繰延税金資産の回収可能性

．繰延税金資産の計上には、収益力に基づく課税所得が十分見込まれること、及びスケ

ジューリングを行うことが前提となる。

法定実効税率

．法定実効税率とは、法人税等の収益費用差額に対する実質的な税金負担割合をいう。

非営利組織においては、課税の範囲や税率が多様であるため、各課税の対象等を踏まえ

て法定実効税率の計算をする。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳については、注記する。
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よる便益のほとんど全てを享受する能力をいう。

．交換取引の収益の認識に当たっては、当該取引について、顧客との契約における義

務の履行が一時点で充足されるか、一定の期間にわたり充足されるか、どちらに該当す

るかを決定する。

一時点で充足される履行義務

．顧客との契約における履行義務が一時点で充足される取引について財又はサービス

に対する支配を顧客に移転した時点を決定するに当たっては、次の から の指標を

考慮する。

当該法人が顧客に提供した資産に関する対価を収受する現在の権利を有しているこ

と。

顧客が資産に対する法的所有権を有していること。

当該法人が資産の物理的占有を移転したこと。

顧客が資産の所有に伴う重大なリスクを負い、経済的価値を享受していること。

顧客が資産を検収したこと。

 
一定の期間にわたり充足される履行義務

．顧客との契約における履行義務が一定の期間にわたり充足される取引については、履

行義務の進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を認識する。履行義務の充足に係

る進捗度を合理的に見積もることができる場合にのみ収益を認識する。

．履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を

充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に関

する進捗度を合理的に見積もることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履

行義務について原価回収基準により処理する。

 
収益の額の算定（測定）

取引価格に基づく収益の額の算定

．履行義務を充足した時に、又は充足するにつれて、取引価格のうち、当該履行義務に

配分した額について収益を認識する。

取引価格の算定

．取引価格とは、財又はサービスの顧客への移転と交換に当該法人が権利を得ると見込

む対価の額をいう。取引価格の算定に当たっては、契約条件や取引慣行等を考慮する。

 
顧客に支払われる対価

．顧客に支払われる対価は、当該法人が顧客に対して支払う、又は支払うと見込まれる

現金の額や、顧客が当該法人に対する債務額に充当できるものの額を含む。

．顧客に支払われる対価は、顧客から受領する別個の財又はサービスとの交換に支払わ

．収益

非営利組織における収益

．収益は、一般社団・財団法人の活動を通じた経済的資源の流入若しくは増価又は負債

の減少であり、純資産を増やす要因となる場合に認識する。

 
交換取引収益と非交換取引収益

．一般社団・財団法人の収益には、交換取引収益と非交換取引収益とがある。

．交換取引収益は、契約に基づく財の販売又はサービスの提供（反対給付）によって発

生し、当該法人が受け取ることとなる経済的資源は組織が提供する財又はサービスの価

値とおおむね同等となる。

．非交換取引収益は、寄附に代表されるように、当該法人が当該収益と同等の価値（反

対給付）を提供することなく、経済的資源を受け取る場合に発生する。

 
収益の認識要件（交換取引・非交換取引共通）

．収益の認識にあっては、以下の三要件全てを満たすこととする。

取引その他の事象の結果、当該法人が経済的資源に対する権利を得る、または、経

済的資源を移転する義務から解放されること。

取引その他の事象が取り消される可能性が極めて低いこと（以下「確実性」という）。

取引その他の事象により得る権利又は解放される義務を信頼性をもって貨幣額によ

って測定できること（以下「測定可能性」という）。

 
交換取引に係る収益の認識

．交換取引においては、約束した財又はサービスの顧客への移転を当該財又はサービス

と交換に当該法人が権利を得ると見込む対価の額で描写するように、収益を認識するこ

とを原則とする。

．経済的資源に対する権利は、当該法人が契約上の義務を履行することによって生じ

る。

 
契約及び履行義務の識別

．交換取引収益の認識に当たっては、あらかじめ当該取引について交わされた契約、当

該法人の履行義務及び移転される財又はサービスに関する各当事者の権利等を識別す

る。

．契約は、書面、口頭、取引慣行等により成立する。

 
履行義務の充足による収益の認識

．財又はサービスに対する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足した

時に、収益を認識する。財又はサービスに対する支配とは、その使用を指図し、それに
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よる便益のほとんど全てを享受する能力をいう。

．交換取引の収益の認識に当たっては、当該取引について、顧客との契約における義

務の履行が一時点で充足されるか、一定の期間にわたり充足されるか、どちらに該当す

るかを決定する。

一時点で充足される履行義務

．顧客との契約における履行義務が一時点で充足される取引について財又はサービス

に対する支配を顧客に移転した時点を決定するに当たっては、次の から の指標を

考慮する。

当該法人が顧客に提供した資産に関する対価を収受する現在の権利を有しているこ

と。

顧客が資産に対する法的所有権を有していること。

当該法人が資産の物理的占有を移転したこと。

顧客が資産の所有に伴う重大なリスクを負い、経済的価値を享受していること。

顧客が資産を検収したこと。

 
一定の期間にわたり充足される履行義務

．顧客との契約における履行義務が一定の期間にわたり充足される取引については、履

行義務の進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を認識する。履行義務の充足に係

る進捗度を合理的に見積もることができる場合にのみ収益を認識する。

．履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を

充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に関

する進捗度を合理的に見積もることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履

行義務について原価回収基準により処理する。

 
収益の額の算定（測定）

取引価格に基づく収益の額の算定

．履行義務を充足した時に、又は充足するにつれて、取引価格のうち、当該履行義務に

配分した額について収益を認識する。

取引価格の算定

．取引価格とは、財又はサービスの顧客への移転と交換に当該法人が権利を得ると見込

む対価の額をいう。取引価格の算定に当たっては、契約条件や取引慣行等を考慮する。

 
顧客に支払われる対価

．顧客に支払われる対価は、当該法人が顧客に対して支払う、又は支払うと見込まれる

現金の額や、顧客が当該法人に対する債務額に充当できるものの額を含む。

．顧客に支払われる対価は、顧客から受領する別個の財又はサービスとの交換に支払わ

．収益

非営利組織における収益

．収益は、一般社団・財団法人の活動を通じた経済的資源の流入若しくは増価又は負債

の減少であり、純資産を増やす要因となる場合に認識する。

 
交換取引収益と非交換取引収益

．一般社団・財団法人の収益には、交換取引収益と非交換取引収益とがある。

．交換取引収益は、契約に基づく財の販売又はサービスの提供（反対給付）によって発

生し、当該法人が受け取ることとなる経済的資源は組織が提供する財又はサービスの価

値とおおむね同等となる。

．非交換取引収益は、寄附に代表されるように、当該法人が当該収益と同等の価値（反

対給付）を提供することなく、経済的資源を受け取る場合に発生する。

 
収益の認識要件（交換取引・非交換取引共通）

．収益の認識にあっては、以下の三要件全てを満たすこととする。

取引その他の事象の結果、当該法人が経済的資源に対する権利を得る、または、経

済的資源を移転する義務から解放されること。

取引その他の事象が取り消される可能性が極めて低いこと（以下「確実性」という）。

取引その他の事象により得る権利又は解放される義務を信頼性をもって貨幣額によ

って測定できること（以下「測定可能性」という）。

 
交換取引に係る収益の認識

．交換取引においては、約束した財又はサービスの顧客への移転を当該財又はサービス

と交換に当該法人が権利を得ると見込む対価の額で描写するように、収益を認識するこ

とを原則とする。

．経済的資源に対する権利は、当該法人が契約上の義務を履行することによって生じ

る。

 
契約及び履行義務の識別

．交換取引収益の認識に当たっては、あらかじめ当該取引について交わされた契約、当

該法人の履行義務及び移転される財又はサービスに関する各当事者の権利等を識別す

る。

．契約は、書面、口頭、取引慣行等により成立する。

 
履行義務の充足による収益の認識

．財又はサービスに対する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足した

時に、収益を認識する。財又はサービスに対する支配とは、その使用を指図し、それに
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．贈与契約の効力発生時点で当該契約履行の確実性が確認できず、収益認識を行わなか

った場合、入金、クレジットカード決済等の契約の履行がなされた時点で収益を認識す

る。

補助金及び助成金

．公的機関や助成団体から受領する補助金や助成金（以下「補助金等」という。）につ

いては、原則として交付者から送付された補助金等の交付決定通知を当該法人が受領し

た時点で、当該通知に記載されている金額等のうち、当該法人において使用が見込まれ

る額の収益認識を行う。ただし、補助金等の交付に付帯条件が付された場合には、当該

条件を満たした時点で収益認識を行う。

．事業や支出項目等につき使途制約が課されている場合は、使途拘束純資産区分におい

て、収益計上を行う。当該拘束は、一般的に補助・助成事業の完了について補助・助成

団体の確認を得た時点で解除される。

現物寄附

．物資による現物寄附を受ける場合、当該現物が当該法人において利用可能又は換金可

能であり、組織目的の達成に貢献する資源である場合に収益として認識する。現物又は

現物についての権利や内容を証明する書類を受領し、当該法人が受入れを承諾した時点

で、その公正な評価額により収益認識を行う。

．最終的な受益者の利用に供することを前提とした寄附で、単に当該法人を経由してい

るにすぎない場合や、測定可能性が満たされない場合には、収益認識は行わず事業報告

書上で開示を行う。

．換金を前提とした寄附は、寄附と譲渡（換金）行為に分解し、譲渡（換金）主体によ

り会計処理を分ける。

・ 譲渡（換金）主体が寄附者の場合は、現金の寄附の取扱いに従う。

・ 譲渡（換金）主体が当該法人の場合には、寄附者からの寄贈品受入れを現物の寄附

の取扱いに従って処理し、寄贈品の譲渡（換金）を譲渡契約に従って処理する。

．寄贈品に市場がない場合には、簡便的に公正な評価額の測定に譲渡時の契約額（換金

額）を利用することができる。

無償又は低廉な価格での人的サービス

．無償又は低廉な価格での人的サービスは、労働単価の客観的な見積りが困難である

等、恣意性を排除した測定に課題があることから、収益として認識しない。

．組織目的達成に不可欠な人的サービスについて、当該労務サービスの内容、規模及び

算定方法について注記をする。ただし、金額の算定が困難な場合には、当該労務サービ

スの内容や規模について注記をする。また、重要性が乏しい場合には注記を省略するこ

れるものである場合を除き、取引価格から減額する。

 
履行義務への取引価格の配分

．それぞれの履行義務（又は別個の財若しくはサービス）に対する取引価格の配分は、

財又はサービスの顧客への移転と交換に当該法人が権利を得ると見込む対価の額を描

写するように行う。

 
収益の拘束区分

．原則として、販売収益は非拘束純資産に分類される。ただし、財又はサービスの販売

によって生み出される収益による収入を特定目的の支出に充てる取決めがある場合に

は、当該収益を使途拘束純資産に分類する。

非交換取引収益

．寄附金、補助金、助成金などの非交換取引においては、原則として、当該法人は資源

提供者への財又はサービスの提供といった契約上の義務無しに、経済的便益に対する権

利を受領する。したがって、非交換取引における経済的便益に対する権利は、当該法人

と資源提供者との間での合意された移転日に移転する。

使途制約がない場合

．受領資源の使途についての制約がない場合は、当該資源を受領する権利の確定後であ

れば、当該資源に対して自由な裁量権を有している状態であり、資源に対する権利の支

配があるといえる。そのため、他の収益認識要件である、確実性、測定可能性の要件を

満たした場合には資源の流入時に非拘束資源の流入を収益として認識する。

使途制約がある場合

．受領資源の使途についての制約がある場合は、外的要因による拘束があるものの、当

該資源を利用することができ、合意された使途の範囲において資源の将来を当該法人が

決定できる状態であり、収益認識要件である経済的資源に対する権利が移転している。

使途拘束資源の受領

．使途の制約がある使途拘束資源は、当該資源を受領する権利の発生時点で使途拘束資

源の流入を収益として認識する。その後、契約条件等に照らして使途に関する制約が実

質的に解除された際に拘束解除の認識を行う。

寄附金

．寄附者による寄附申込みと当該法人の承諾をもって、当該寄附に関する贈与契約が成

立する。寄附収益は、寄附が確実であると判断された時点で認識する。

．寄附の確実性は、寄附者の過去の寄附実績、履行までの期間、財務状況その他履行が

阻害される要因の存在等を総合的に勘案して判断する。
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．贈与契約の効力発生時点で当該契約履行の確実性が確認できず、収益認識を行わなか

った場合、入金、クレジットカード決済等の契約の履行がなされた時点で収益を認識す

る。

補助金及び助成金

．公的機関や助成団体から受領する補助金や助成金（以下「補助金等」という。）につ

いては、原則として交付者から送付された補助金等の交付決定通知を当該法人が受領し

た時点で、当該通知に記載されている金額等のうち、当該法人において使用が見込まれ

る額の収益認識を行う。ただし、補助金等の交付に付帯条件が付された場合には、当該

条件を満たした時点で収益認識を行う。

．事業や支出項目等につき使途制約が課されている場合は、使途拘束純資産区分におい

て、収益計上を行う。当該拘束は、一般的に補助・助成事業の完了について補助・助成

団体の確認を得た時点で解除される。

現物寄附

．物資による現物寄附を受ける場合、当該現物が当該法人において利用可能又は換金可

能であり、組織目的の達成に貢献する資源である場合に収益として認識する。現物又は

現物についての権利や内容を証明する書類を受領し、当該法人が受入れを承諾した時点

で、その公正な評価額により収益認識を行う。

．最終的な受益者の利用に供することを前提とした寄附で、単に当該法人を経由してい

るにすぎない場合や、測定可能性が満たされない場合には、収益認識は行わず事業報告

書上で開示を行う。

．換金を前提とした寄附は、寄附と譲渡（換金）行為に分解し、譲渡（換金）主体によ

り会計処理を分ける。

・ 譲渡（換金）主体が寄附者の場合は、現金の寄附の取扱いに従う。

・ 譲渡（換金）主体が当該法人の場合には、寄附者からの寄贈品受入れを現物の寄附

の取扱いに従って処理し、寄贈品の譲渡（換金）を譲渡契約に従って処理する。

．寄贈品に市場がない場合には、簡便的に公正な評価額の測定に譲渡時の契約額（換金

額）を利用することができる。

無償又は低廉な価格での人的サービス

．無償又は低廉な価格での人的サービスは、労働単価の客観的な見積りが困難である

等、恣意性を排除した測定に課題があることから、収益として認識しない。

．組織目的達成に不可欠な人的サービスについて、当該労務サービスの内容、規模及び

算定方法について注記をする。ただし、金額の算定が困難な場合には、当該労務サービ

スの内容や規模について注記をする。また、重要性が乏しい場合には注記を省略するこ

れるものである場合を除き、取引価格から減額する。

 
履行義務への取引価格の配分

．それぞれの履行義務（又は別個の財若しくはサービス）に対する取引価格の配分は、

財又はサービスの顧客への移転と交換に当該法人が権利を得ると見込む対価の額を描

写するように行う。

 
収益の拘束区分

．原則として、販売収益は非拘束純資産に分類される。ただし、財又はサービスの販売

によって生み出される収益による収入を特定目的の支出に充てる取決めがある場合に

は、当該収益を使途拘束純資産に分類する。

非交換取引収益

．寄附金、補助金、助成金などの非交換取引においては、原則として、当該法人は資源

提供者への財又はサービスの提供といった契約上の義務無しに、経済的便益に対する権

利を受領する。したがって、非交換取引における経済的便益に対する権利は、当該法人

と資源提供者との間での合意された移転日に移転する。

使途制約がない場合

．受領資源の使途についての制約がない場合は、当該資源を受領する権利の確定後であ

れば、当該資源に対して自由な裁量権を有している状態であり、資源に対する権利の支

配があるといえる。そのため、他の収益認識要件である、確実性、測定可能性の要件を

満たした場合には資源の流入時に非拘束資源の流入を収益として認識する。

使途制約がある場合

．受領資源の使途についての制約がある場合は、外的要因による拘束があるものの、当

該資源を利用することができ、合意された使途の範囲において資源の将来を当該法人が

決定できる状態であり、収益認識要件である経済的資源に対する権利が移転している。

使途拘束資源の受領

．使途の制約がある使途拘束資源は、当該資源を受領する権利の発生時点で使途拘束資

源の流入を収益として認識する。その後、契約条件等に照らして使途に関する制約が実

質的に解除された際に拘束解除の認識を行う。

寄附金

．寄附者による寄附申込みと当該法人の承諾をもって、当該寄附に関する贈与契約が成

立する。寄附収益は、寄附が確実であると判断された時点で認識する。

．寄附の確実性は、寄附者の過去の寄附実績、履行までの期間、財務状況その他履行が

阻害される要因の存在等を総合的に勘案して判断する。
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．費用

適正な原価計算の基準

．製造等の業務を行う一般社団・財団法人における製品等の製造原価は、適正な原価計

算の基準に従って算定する。

とができる。

使用貸借

．土地利用や事務所使用の無償提供には、事務所や会議用の土地建物、自宅、会議室、

チャリティイベント用の会場等、様々な形があり、恣意性を排除した測定に課題がある

ことから、活動計算書上で収益として認識しない。

．組織目的達成に不可欠な使用貸借について、当該サービスの内容、規模及び算定方法

について注記する。ただし、金額の算定が困難な場合には、当該サービスの内容及び規

模について注記をする。また、重要性が乏しい場合には注記を省略することができる。

返還義務が生じた場合

．収益認識額と実際の入金額が異なる場合や収益認識額について返還義務が生じた場

合には、収益認識額と入金額の差額や返還額について、別途、費用計上を行う。
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．費用

適正な原価計算の基準

．製造等の業務を行う一般社団・財団法人における製品等の製造原価は、適正な原価計

算の基準に従って算定する。

とができる。

使用貸借

．土地利用や事務所使用の無償提供には、事務所や会議用の土地建物、自宅、会議室、

チャリティイベント用の会場等、様々な形があり、恣意性を排除した測定に課題がある

ことから、活動計算書上で収益として認識しない。

．組織目的達成に不可欠な使用貸借について、当該サービスの内容、規模及び算定方法

について注記する。ただし、金額の算定が困難な場合には、当該サービスの内容及び規

模について注記をする。また、重要性が乏しい場合には注記を省略することができる。

返還義務が生じた場合

．収益認識額と実際の入金額が異なる場合や収益認識額について返還義務が生じた場

合には、収益認識額と入金額の差額や返還額について、別途、費用計上を行う。
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．会計上の見積りとは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合にお

いて、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること

をいう。

重要な後発事象の注記

．財務諸表には、その作成日までに発生した重要な後発事象を注記する。

．後発事象とは、貸借対照表日後に発生した事象で、次期以降の財政状態及び運営状況

に影響を及ぼすものをいう。重要な後発事象を注記事項として開示することは、当該法

人の将来の財政状態や運営状況を理解するための補足情報として有用である。

．重要な後発事象の例としては、次のようなものがある。

当該法人の主要な業務の改廃

国又は地方公共団体からの補助金交付、寄附者からの寄附金交付の重大な変更

火災、出水等による重大な損害の発生

固有の表示科目の内容その他組織の状況を適切に開示するために必要な会計情報

．重要性にかかわらず記載する事項としては、事業費及び管理費の形態別内訳がある。

．注記すべき事項が発生した場合に記載する事項としては、以下のものがある。

継続組織の前提に関する注記

誤謬の訂正に関する注記

担保に供している資産

保証債務等の偶発債務

基金の増加額、返還額及び残高

使途拘束純資産の内訳と増減額及び残高

〇〇事業等に係る製造原価の内訳

無償又は低廉な価格でのサービスの提供等

キャッシュ・フロー計算書を簡便法で作成した場合の調整勘定の内訳

重要な後発事象

．項目に重要性がある場合に記載する事項としては、以下のものがある。

拘束のある資産の内訳と増減額及び残高（重要性のある資産及び金融資産に限る。）

有価証券の内訳及び残高

資産に係る引当金を直接控除した場合の各資産の資産項目別の引当金の金額

有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

固定資産の減損損失に関する注記

引当金の内訳と増減額及び残高

借入金の内訳と増減額及び残高

資産除去債務に関する注記

Ⅳ 注記及び様式

１．注記

．財務諸表の注記は以下のように行う。

一般社団・財団法人の財務諸表には、重要な会計方針等、重要な後発事象、固有の

表示科目の内容その他組織の状況を適切に開示するために必要な事項を注記する。

重要な会計方針等に係る注記事項は、まとめて記載する。その他の注記事項につい

ても、重要な会計方針の注記の次に記載することができる。なお、その他の注記事項

については、重要性にかかわらず記載する事項、注記すべき事項が発生した場合に記

載する事項、項目に重要性がある場合に記載する事項がある。

該当事項がない場合は、注記の見出しを設けた上で該当事項がない旨を記載する必

要はなく、見出しごと省略できる。

．一般社団・財団法人の財務諸表は、情報利用者にとって分かりやすい形で財務諸表本

体を作成するとともに、各種専門家の高度な分析に耐えられるように、注記に詳細な情

報を含める。

重要な会計方針等の注記

．重要な会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合には、重要な会計

方針の次に、次の各号に掲げる事項を記載する。

会計処理の原則又は手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が

財務諸表に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その内容

会計上の見積りの変更を行った場合には、その旨、変更の内容及び当該変更が財務

諸表に与えている影響の内容

．会計方針とは、一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正

しく示すために採用した会計処理の原則及び手続をいう。なお、会計方針の例としては

次のものがある。

有価証券の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の測定の方針（減損会計を適用するに当たっての資金生成資産、非資金生

成資産の区分内容を含む。）

外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

引当金等の計上根拠及び計上基準

ヘッジ会計の方法

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

その他財務諸表作成のための基本となる事項

．表示方法とは、一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正

しく示すために採用した表示の方法（注記による開示も含む。）をいい、財務諸表の科目

分類、科目配列及び報告様式が含まれる。
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．会計上の見積りとは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性がある場合にお

いて、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出すること

をいう。

重要な後発事象の注記

．財務諸表には、その作成日までに発生した重要な後発事象を注記する。

．後発事象とは、貸借対照表日後に発生した事象で、次期以降の財政状態及び運営状況

に影響を及ぼすものをいう。重要な後発事象を注記事項として開示することは、当該法

人の将来の財政状態や運営状況を理解するための補足情報として有用である。

．重要な後発事象の例としては、次のようなものがある。

当該法人の主要な業務の改廃

国又は地方公共団体からの補助金交付、寄附者からの寄附金交付の重大な変更

火災、出水等による重大な損害の発生

固有の表示科目の内容その他組織の状況を適切に開示するために必要な会計情報

．重要性にかかわらず記載する事項としては、事業費及び管理費の形態別内訳がある。

．注記すべき事項が発生した場合に記載する事項としては、以下のものがある。

継続組織の前提に関する注記

誤謬の訂正に関する注記

担保に供している資産

保証債務等の偶発債務

基金の増加額、返還額及び残高

使途拘束純資産の内訳と増減額及び残高

〇〇事業等に係る製造原価の内訳

無償又は低廉な価格でのサービスの提供等

キャッシュ・フロー計算書を簡便法で作成した場合の調整勘定の内訳

重要な後発事象

．項目に重要性がある場合に記載する事項としては、以下のものがある。

拘束のある資産の内訳と増減額及び残高（重要性のある資産及び金融資産に限る。）

有価証券の内訳及び残高

資産に係る引当金を直接控除した場合の各資産の資産項目別の引当金の金額

有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

固定資産の減損損失に関する注記

引当金の内訳と増減額及び残高

借入金の内訳と増減額及び残高

資産除去債務に関する注記

Ⅳ 注記及び様式

１．注記

．財務諸表の注記は以下のように行う。

一般社団・財団法人の財務諸表には、重要な会計方針等、重要な後発事象、固有の

表示科目の内容その他組織の状況を適切に開示するために必要な事項を注記する。

重要な会計方針等に係る注記事項は、まとめて記載する。その他の注記事項につい

ても、重要な会計方針の注記の次に記載することができる。なお、その他の注記事項

については、重要性にかかわらず記載する事項、注記すべき事項が発生した場合に記

載する事項、項目に重要性がある場合に記載する事項がある。

該当事項がない場合は、注記の見出しを設けた上で該当事項がない旨を記載する必

要はなく、見出しごと省略できる。

．一般社団・財団法人の財務諸表は、情報利用者にとって分かりやすい形で財務諸表本

体を作成するとともに、各種専門家の高度な分析に耐えられるように、注記に詳細な情

報を含める。

重要な会計方針等の注記

．重要な会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合には、重要な会計

方針の次に、次の各号に掲げる事項を記載する。

会計処理の原則又は手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が

財務諸表に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その内容

会計上の見積りの変更を行った場合には、その旨、変更の内容及び当該変更が財務

諸表に与えている影響の内容

．会計方針とは、一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正

しく示すために採用した会計処理の原則及び手続をいう。なお、会計方針の例としては

次のものがある。

有価証券の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の測定の方針（減損会計を適用するに当たっての資金生成資産、非資金生

成資産の区分内容を含む。）

外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

引当金等の計上根拠及び計上基準

ヘッジ会計の方法

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

その他財務諸表作成のための基本となる事項

．表示方法とは、一般社団・財団法人が財務諸表の作成に当たって、その会計情報を正

しく示すために採用した表示の方法（注記による開示も含む。）をいい、財務諸表の科目

分類、科目配列及び報告様式が含まれる。
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２．様式

貸借対照表、活動計算書、キャッシュ・フロー計算書及びこれらの注記を作成する場合

には、おおむね以下の様式等による。

貸借対照表の様式

．貸借対照表の様式は、次のとおりである。

貸 借 対 照 表

年 月 日現在

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 当期 前期 科 目 当期 前期

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

現金及び預金 支払手形

未収金 未払金

貸倒引当金 前受金

有価証券 預り金

たな卸資産 短期借入金

前払費用 未払費用

Ⅱ 固 定 資 産 未払法人税等

１ 有形固定資産 前受収益

建物 ○○引当金

構築物 Ⅱ 固 定 負 債

車両運搬具 法人債

土地 長期借入金

建設仮勘定 繰延税金負債

その他 ○○引当金

２ 無形固定資産 負 債 合 計

借地権 純資産の部

ソフトウエア 科 目 当期

前期

前期

その他 Ⅰ 基金・代替基金

３ その他の固定資産 Ⅱ 使途拘束純資産

投資有価証券 Ⅲ 非拘束純資産

長期貸付金 Ⅳ 評価・換算差額等

貸倒引当金 １ その他有価証券評価差額

金繰延税金資産 ２．繰延ヘッジ収益費用差額

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債・純資産合計

退職給付債務に関する注記

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

税効果会計に関する注記

リース取引に関する注記

金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項の注記

賃貸等不動産の時価等に関する注記

関連当事者との取引の内容（一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の

受取りその他取引の性格から見て取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取

引、役員又は評議員に対する報酬、賞与及び退職慰労金の支払は除く。）

その他非営利組織の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産増減の状況を明らか

にするために必要な事項

関連当事者の定義

．関連当事者とは、以下のものをいう。

当該法人の常勤の役員又は評議員として報酬を受けている者及びそれらの近親者

（三親等内の親族及びこの者と特別の関係にある者）

当該法人の常勤の役員又は評議員として報酬を受けている者及びそれらの近親者が

議決権の過半数を有している法人

当該法人を支配する法人（以下「支配法人」という。）

支配法人とは、当該法人の財務及び事業の方針を決定する機関を支配している法人

をいう。

当該法人によって支配される法人（以下「被支配法人」という。）

被支配法人とは、当該法人が他の法人の財務及び事業の方針を決定する機関を支配

している場合の他の法人をいう。

当該法人と同一の支配法人を持つ法人
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２．様式

貸借対照表、活動計算書、キャッシュ・フロー計算書及びこれらの注記を作成する場合

には、おおむね以下の様式等による。

貸借対照表の様式

．貸借対照表の様式は、次のとおりである。

貸 借 対 照 表

年 月 日現在

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 当期 前期 科 目 当期 前期

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

現金及び預金 支払手形

未収金 未払金

貸倒引当金 前受金

有価証券 預り金

たな卸資産 短期借入金

前払費用 未払費用

Ⅱ 固 定 資 産 未払法人税等

１ 有形固定資産 前受収益

建物 ○○引当金

構築物 Ⅱ 固 定 負 債

車両運搬具 法人債

土地 長期借入金

建設仮勘定 繰延税金負債

その他 ○○引当金

２ 無形固定資産 負 債 合 計

借地権 純資産の部

ソフトウエア 科 目 当期

前期

前期

その他 Ⅰ 基金・代替基金

３ その他の固定資産 Ⅱ 使途拘束純資産

投資有価証券 Ⅲ 非拘束純資産

長期貸付金 Ⅳ 評価・換算差額等

貸倒引当金 １ その他有価証券評価差額

金繰延税金資産 ２．繰延ヘッジ収益費用差額

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債・純資産合計

退職給付債務に関する注記

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

税効果会計に関する注記

リース取引に関する注記

金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項の注記

賃貸等不動産の時価等に関する注記

関連当事者との取引の内容（一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の

受取りその他取引の性格から見て取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取

引、役員又は評議員に対する報酬、賞与及び退職慰労金の支払は除く。）

その他非営利組織の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産増減の状況を明らか

にするために必要な事項

関連当事者の定義

．関連当事者とは、以下のものをいう。

当該法人の常勤の役員又は評議員として報酬を受けている者及びそれらの近親者

（三親等内の親族及びこの者と特別の関係にある者）

当該法人の常勤の役員又は評議員として報酬を受けている者及びそれらの近親者が

議決権の過半数を有している法人

当該法人を支配する法人（以下「支配法人」という。）

支配法人とは、当該法人の財務及び事業の方針を決定する機関を支配している法人

をいう。

当該法人によって支配される法人（以下「被支配法人」という。）

被支配法人とは、当該法人が他の法人の財務及び事業の方針を決定する機関を支配

している場合の他の法人をいう。

当該法人と同一の支配法人を持つ法人

‐ 43 ‐

57



（注）無償又は低廉な価格でのサービス提供がある場合には、内容、規模及び算定方法についての情

報を付記する。

活活動動計計算算書書のの様様式式

．活動計算書の様式は、次のとおりである。

活 動 計 算 書

年 月 日から 年 月 日まで

（単位：円）

当 期 前 期

非拘束 使途拘束 合 計 合 計

Ⅰ 経常活動区分

経常収益

受取寄附金

受取助成金

●●事業収益

〇〇運用収益

経常収益計

経常費用

〇〇事業費

●●事業費

管理費

経常費用計

経常収益費用差額

Ⅱ その他活動区分

その他収益

・・・

その他収益計

その他費用

・・・

その他費用計

その他収益費用差額

税引前収益費用差額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

税引後収益費用差額

Ⅲ 純資産間の振替区分

振替

基金・代替基金への振替

上記以外の純資産間の振替

純資産変動額

期首純資産額

期末純資産額
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（注）無償又は低廉な価格でのサービス提供がある場合には、内容、規模及び算定方法についての情

報を付記する。

活活動動計計算算書書のの様様式式

．活動計算書の様式は、次のとおりである。

活 動 計 算 書

年 月 日から 年 月 日まで

（単位：円）

当 期 前 期

非拘束 使途拘束 合 計 合 計

Ⅰ 経常活動区分

経常収益

受取寄附金

受取助成金

●●事業収益

〇〇運用収益

経常収益計

経常費用

〇〇事業費

●●事業費

管理費

経常費用計

経常収益費用差額

Ⅱ その他活動区分

その他収益

・・・

その他収益計

その他費用

・・・

その他費用計

その他収益費用差額

税引前収益費用差額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

税引後収益費用差額

Ⅲ 純資産間の振替区分

振替

基金・代替基金への振替

上記以外の純資産間の振替

純資産変動額

期首純資産額

期末純資産額
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財務活動収入計

２．財務活動支出

短期借入金返済支出

………………

財務活動支出計

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

                               

キャッシュ・フロー計算書の様式

．キャッシュ・フロー計算書の様式は、次のとおりである。

 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

年 月 日から 年 月 日まで

（単位：円）

科 目 当 期 前 期

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

１．事業活動収入

寄附金収入

………………

入会金収入

………………

会費収入

………………

●●事業収入

………………

〇〇資産運用収入

………………

事業活動収入計

２．事業活動支出

事業費支出

………………

管理費支出

事業活動支出計

事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１．投資活動収入

有形固定資産売却収入

………………

投資活動収入計

２．投資活動支出

有形固定資産取得支出

………………

投資活動支出計

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１．財務活動収入

短期借入金収入

………………
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財務活動収入計

２．財務活動支出

短期借入金返済支出

………………

財務活動支出計

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高

                               

キャッシュ・フロー計算書の様式

．キャッシュ・フロー計算書の様式は、次のとおりである。

 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

年 月 日から 年 月 日まで

（単位：円）

科 目 当 期 前 期

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

１．事業活動収入

寄附金収入

………………

入会金収入

………………

会費収入

………………

●●事業収入

………………

〇〇資産運用収入

………………

事業活動収入計

２．事業活動支出

事業費支出

………………

管理費支出

事業活動支出計

事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１．投資活動収入

有形固定資産売却収入

………………

投資活動収入計

２．投資活動支出

有形固定資産取得支出

………………

投資活動支出計

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１．財務活動収入

短期借入金収入

………………
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賞与引当金…

ヘッジ会計の方法

・・・

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲及び重要な非資金取引

① 資金の範囲 
（単位：円） 

 当期末 前期末 

現金預金勘定  

預入期間が３か月を超える定期預金 
XXX  
－XX 

XXX 
－XX 

現金及び預金 XXX XXX 

（うち使途の特定された現金及び預金 XXX XXX ） 
② 重要な非資金取引 

（単位：円） 

 当期末 前期末 

現物により寄附を受けた固定資産がある。   

 

無償又は低廉な価格でのサービス提供等

① 無償又は低廉な価格でのサービスの提供

人的サービスに関する人員×人の無償受入であり、地域の賃金統計表を利用した

単価に当法人で集計した工数を乗じて計算している。

② 不動産の利用

本部事務所の無償提供を受けたものであり、近隣の賃料相場により算定している。

その他財務諸表作成のための基本となる事項

・・・ 
 
３．重要な会計方針等の変更

（ ）重要な会計方針の変更

（ ）表示方法の変更

（ ）会計上の見積りの変更

４．誤謬の訂正に関する注記

・・・

５．担保に供している資産

（資産）ＸＸＸ円（帳簿価額）は、長期借入金 ＸＸＸ円の担保に供している。

財務諸表注記のひな型

．財務諸表に対する注記については、おおむね以下の表示による。

財務諸表に対する注記

１．継続組織の前提に関する注記

当該事象又は状況が存在する旨及びその内容

当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策

当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由

財務諸表は継続組織を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響を財務

諸表に反映していない旨

２．重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）によっている。

その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）によっている。

時価のないもの…移動平均法による原価法によっている。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による低価法によっている。

固定資産の測定の方針（減損会計を適用するに当たっての資金生成資産、非資金生成

資産の区分内容を含む。）

減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

…定額法によっている。

リース資産

…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

減損を適用する場合の主な資金生成資産と非資金生成資産の内容

資金生成資産…

非資金生成資産…

外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

・・・

引当金等の計上根拠及び計上基準

貸倒引当金…
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賞与引当金…

ヘッジ会計の方法

・・・

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲及び重要な非資金取引

① 資金の範囲 
（単位：円） 

 当期末 前期末 

現金預金勘定  

預入期間が３か月を超える定期預金 
XXX  
－XX 

XXX 
－XX 

現金及び預金 XXX XXX 

（うち使途の特定された現金及び預金 XXX XXX ） 
② 重要な非資金取引 

（単位：円） 

 当期末 前期末 

現物により寄附を受けた固定資産がある。   

 

無償又は低廉な価格でのサービス提供等

① 無償又は低廉な価格でのサービスの提供

人的サービスに関する人員×人の無償受入であり、地域の賃金統計表を利用した

単価に当法人で集計した工数を乗じて計算している。

② 不動産の利用

本部事務所の無償提供を受けたものであり、近隣の賃料相場により算定している。

その他財務諸表作成のための基本となる事項

・・・ 
 
３．重要な会計方針等の変更

（ ）重要な会計方針の変更

（ ）表示方法の変更

（ ）会計上の見積りの変更

４．誤謬の訂正に関する注記

・・・

５．担保に供している資産

（資産）ＸＸＸ円（帳簿価額）は、長期借入金 ＸＸＸ円の担保に供している。

財務諸表注記のひな型

．財務諸表に対する注記については、おおむね以下の表示による。

財務諸表に対する注記

１．継続組織の前提に関する注記

当該事象又は状況が存在する旨及びその内容

当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策

当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由

財務諸表は継続組織を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響を財務

諸表に反映していない旨

２．重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）によっている。

その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）によっている。

時価のないもの…移動平均法による原価法によっている。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による低価法によっている。

固定資産の測定の方針（減損会計を適用するに当たっての資金生成資産、非資金生成

資産の区分内容を含む。）

減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

…定額法によっている。

リース資産

…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

減損を適用する場合の主な資金生成資産と非資金生成資産の内容

資金生成資産…

非資金生成資産…

外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

・・・

引当金等の計上根拠及び計上基準

貸倒引当金…
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９．有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

資産の種類
前期末

残高

当期

増加額

当期

減少額

当期末

残高

減価償却累計額 減損損失累計額

差引残高当期

償却額

当期減

損損失

有形固

定資産

建物

構築物

車両運搬具

計

無形固

定資産

借地権

ソフトウエア

計

．保証債務等の偶発債務

〇〇に対する保証債務は、ＸＸＸ円である。

．引当金の内訳と増減額及び残高

（単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

賞与引当金

（注）退職給付引当金は、 ．退職給付債務に関する注記に記載しているため除く。

．借入金の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

区 分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 平均利率（％） 返済期限

合 計

．資産除去債務に関する注記

資産除去債務は、以下のとおり認識した。

資産除去債務の内容

・・・

支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

・・・

資産除去債務の総額の期中における増減内容

・・・

資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更の概要及び影響額

・・・

６．使途の特定された資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

流動資産

現金預金

有価証券

固定資産

有形固定資産

建物

土地

その他固定資産

投資有価証券

７．有価証券の内訳及び残高

流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

満期保有

目的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

その他の固定資産として計上された有価証券

（単位：円）

満期保有

目的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

（単位：円）

関係会社

株式

銘 柄 取得価額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

（単位：円）

その他有

価証券

種類及び銘柄 取得価額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

８．資産に係る引当金を直接控除した場合の各資産の資産項目別の引当金の金額

破産更生債権等から、貸倒引当金ＸＸＸ円を直接控除している。
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９．有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

資産の種類
前期末

残高

当期

増加額

当期

減少額

当期末

残高

減価償却累計額 減損損失累計額

差引残高当期

償却額

当期減

損損失

有形固

定資産

建物

構築物

車両運搬具

計

無形固

定資産

借地権

ソフトウエア

計

．保証債務等の偶発債務

〇〇に対する保証債務は、ＸＸＸ円である。

．引当金の内訳と増減額及び残高

（単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

賞与引当金

（注）退職給付引当金は、 ．退職給付債務に関する注記に記載しているため除く。

．借入金の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

区 分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 平均利率（％） 返済期限

合 計

．資産除去債務に関する注記

資産除去債務は、以下のとおり認識した。

資産除去債務の内容

・・・

支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

・・・

資産除去債務の総額の期中における増減内容

・・・

資産除去債務の見積りを変更したときは、その変更の概要及び影響額

・・・

６．使途の特定された資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

流動資産

現金預金

有価証券

固定資産

有形固定資産

建物

土地

その他固定資産

投資有価証券

７．有価証券の内訳及び残高

流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

満期保有

目的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

その他の固定資産として計上された有価証券

（単位：円）

満期保有

目的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

（単位：円）

関係会社

株式

銘 柄 取得価額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

（単位：円）

その他有

価証券

種類及び銘柄 取得価額 貸借対照表計上額 当期評価差額 摘 要

計

８．資産に係る引当金を直接控除した場合の各資産の資産項目別の引当金の金額

破産更生債権等から、貸倒引当金ＸＸＸ円を直接控除している。
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（注）「当期減少額」は、拘束の解除又は拘束区分間の振替によるものを示す。

 
．事業費及び管理費の形態別内訳

（単位：円）

科 目 事業費 管理費

役員報酬

給与手当

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

委託費

通信運搬費

修繕費

減価償却費

消耗品費

：

合 計

．〇〇事業等に係る製造原価の内訳

（単位：円）

表示科目 合 計 〇○作業 ●●作業

Ⅰ 材料費

１ 期首材料棚卸高

２ 当期材料仕入高

計

３ 期末材料棚卸高

当期材料費

Ⅱ 労務費

１ 賃金

２ 工賃

３ 法定福利費

当期労務費

Ⅲ 外注加工費

（うち内部外注加工費）

当期外注加工費

Ⅳ 経費

１ 福利厚生費

２ 旅費交通費

３ 器具什器費

．退職給付債務に関する注記

採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、確定給付型の退職一時金制度を採用してい

る。

退職給付引当金の前期末残高と当期末残高の調整表

前期末における退職給付引当金 ＸＸ 円

退職給付費用 ＸＸ 円

退職給付に伴う引当金取崩額 －ＸＸ 円

当期末における退職給付引当金 ＸＸ 円

．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 ＸＸ円

長期金銭債権 ＸＸ円

短期金銭債務 ＸＸ円

．基金・代替基金の増加額、減少額及び残高

（単位：円）

内 訳 基金 代替基金

前期末残高

当期増加額

：

当期減少額

：

当期末残高

．使途拘束純資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

内 訳 前期末残高 当期増加額 当期減少額（注） 当期増減差額 当期末残高

使途拘束純資産

〇〇補助金

〇〇助成金

：

〇〇寄附金

：

使途拘束純資産計

合 計
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（注）「当期減少額」は、拘束の解除又は拘束区分間の振替によるものを示す。

 
．事業費及び管理費の形態別内訳

（単位：円）

科 目 事業費 管理費

役員報酬

給与手当

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

委託費

通信運搬費

修繕費

減価償却費

消耗品費

：

合 計

．〇〇事業等に係る製造原価の内訳

（単位：円）

表示科目 合 計 〇○作業 ●●作業

Ⅰ 材料費

１ 期首材料棚卸高

２ 当期材料仕入高

計

３ 期末材料棚卸高

当期材料費

Ⅱ 労務費

１ 賃金

２ 工賃

３ 法定福利費

当期労務費

Ⅲ 外注加工費

（うち内部外注加工費）

当期外注加工費

Ⅳ 経費

１ 福利厚生費

２ 旅費交通費

３ 器具什器費

．退職給付債務に関する注記

採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、確定給付型の退職一時金制度を採用してい

る。

退職給付引当金の前期末残高と当期末残高の調整表

前期末における退職給付引当金 ＸＸ 円

退職給付費用 ＸＸ 円

退職給付に伴う引当金取崩額 －ＸＸ 円

当期末における退職給付引当金 ＸＸ 円

．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 ＸＸ円

長期金銭債権 ＸＸ円

短期金銭債務 ＸＸ円

．基金・代替基金の増加額、減少額及び残高

（単位：円）

内 訳 基金 代替基金

前期末残高

当期増加額

：

当期減少額

：

当期末残高

．使途拘束純資産の内訳と増減額及び残高

（単位：円）

内 訳 前期末残高 当期増加額 当期減少額（注） 当期増減差額 当期末残高

使途拘束純資産

〇〇補助金

〇〇助成金

：

〇〇寄附金

：

使途拘束純資産計

合 計
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．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、…である。

．リース取引に関する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

無形固定資産

施設管理予約システム（ソフトウエア）

公益法人会計システム（ソフトウエア）

リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針２ 固定資産の減価償却に記載のとおりである。

．金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項の注記

金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当法人は、〇○事業の財源の一部分を運用益によって賄うため、債券により資産運

用する。

② 金融商品の内容及びそのリスク

元本返還の確実な方法で運用を行っている。

③ 金融商品のリスクに係る管理体制

ⅰ）資産運用の規定に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の会計処理規則等に基づき行う。

ⅱ）信用リスクの管理

元本返還が確実な商品のみを運用する。

金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

未収金、受取手形 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

有価証券、投資有価証券 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

・・・

未払金 （ⅩⅩⅩ） （ⅩⅩⅩ） （ⅩⅩ）

※負債に計上されているものは括弧書きにしている。

．賃貸等不動産の時価等に関する注記

当法人では、収益事業として賃貸収益を得ることを目的とした賃貸オフィスビルを所

有している。一部については、当法人が使用しているため、当法人が使用する部分を含

．固定資産の減損損失に関する注記

固定資産の減損損失について、以下のとおり認識している。

減損を認識した資産又は資産グループの用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

減損の認識に至った経緯

主な固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

資産グループについて減損損失を認識した場合には、当該資産グループの概要と資

産をグルーピングした方法

回収可能価額が正味売却可能価額である場合には、その旨及び時価の算定方法、回

収可能価額が使用価値である場合には、その旨及び割引率

．キャッシュ・フロー計算書を簡便法で作成した場合の調整勘定の内訳

事業活動によるキャッシュ・フローには、未収金、前受金、未払金、前払金が調整勘

定に含まれている。調整勘定の内訳は以下のとおりである。

（単位：円）

項 目
キャッシュ・フロー計算書計上額

事業活動によるキャッシュ・フロー

収入

前受金収入

期首未収金収入

期末未収金

期首前受金

収入差引計

支出

期首未払金支出

前払金支払支出

期末未払金

期首前払金

支出差引計

収入計－支出計

４ 印刷製本費

５ 水道光熱費

当期経費

当期〇○事業製造総費用

期首仕掛品棚卸高

合計

期末仕掛品棚卸高

当期〇○事業製造原価
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．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、…である。

．リース取引に関する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

無形固定資産

施設管理予約システム（ソフトウエア）

公益法人会計システム（ソフトウエア）

リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針２ 固定資産の減価償却に記載のとおりである。

．金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項の注記

金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当法人は、〇○事業の財源の一部分を運用益によって賄うため、債券により資産運

用する。

② 金融商品の内容及びそのリスク

元本返還の確実な方法で運用を行っている。

③ 金融商品のリスクに係る管理体制

ⅰ）資産運用の規定に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の会計処理規則等に基づき行う。

ⅱ）信用リスクの管理

元本返還が確実な商品のみを運用する。

金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

未収金、受取手形 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

有価証券、投資有価証券 ＸＸＸ ＸＸＸ ⅩⅩ

・・・

未払金 （ⅩⅩⅩ） （ⅩⅩⅩ） （ⅩⅩ）

※負債に計上されているものは括弧書きにしている。

．賃貸等不動産の時価等に関する注記

当法人では、収益事業として賃貸収益を得ることを目的とした賃貸オフィスビルを所

有している。一部については、当法人が使用しているため、当法人が使用する部分を含

．固定資産の減損損失に関する注記

固定資産の減損損失について、以下のとおり認識している。

減損を認識した資産又は資産グループの用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

減損の認識に至った経緯

主な固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

資産グループについて減損損失を認識した場合には、当該資産グループの概要と資

産をグルーピングした方法

回収可能価額が正味売却可能価額である場合には、その旨及び時価の算定方法、回

収可能価額が使用価値である場合には、その旨及び割引率

．キャッシュ・フロー計算書を簡便法で作成した場合の調整勘定の内訳

事業活動によるキャッシュ・フローには、未収金、前受金、未払金、前払金が調整勘

定に含まれている。調整勘定の内訳は以下のとおりである。

（単位：円）

項 目
キャッシュ・フロー計算書計上額

事業活動によるキャッシュ・フロー

収入

前受金収入

期首未収金収入

期末未収金

期首前受金

収入差引計

支出

期首未払金支出

前払金支払支出

期末未払金

期首前払金

支出差引計

収入計－支出計

４ 印刷製本費

５ 水道光熱費

当期経費

当期〇○事業製造総費用

期首仕掛品棚卸高

合計

期末仕掛品棚卸高

当期〇○事業製造原価
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© Zenkoku Kouekihoujin Kyokai 2020 

一般社団・財団法人が公益法人会計基準を

適用する場合の諸課題とその解決策の検討 《検印省略》

年 月 日 初版発行

発 行 公益社団法人非営利法人研究学会

〒

東京都千代田区神田小川町 栄信ビル 階

電話

印刷・製本／レタープレス株式会社

落丁・乱丁はお取り替えします。

本書の内容の一部あるいは全部を無断で複写複製することは、著作権及び出版社の

権利の侵害となりますので、その場合は予め弊会あてに許諾を求めてください。

（注）この成果は、全国公益法人協会の委託研究の結果得られたものです。

む当該不動産全体を賃貸等不動産として時価注記の対象としている。賃貸等不動産に関

する貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額（注１） 時価（注２）

賃貸等不動産 ⅩⅩⅩ ⅩⅩⅩ

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

（注２）時価は、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額である。

．関連当事者との取引の内容

（単位：円）

種

類

名称又

は氏名
住所

資産

総額

事業内容

又は職業

議決権の

所有割合

関係内容 取引の

内容

取引

金額
科目

期末

残高役員の兼務等 事業上の関係

取引条件及び取引条件の決定方針等

・・・

．重要な後発事象

・・・

．その他組織の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

以 上
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© Zenkoku Kouekihoujin Kyokai 2020 

一般社団・財団法人が公益法人会計基準を

適用する場合の諸課題とその解決策の検討 《検印省略》

年 月 日 初版発行

発 行 公益社団法人非営利法人研究学会

〒

東京都千代田区神田小川町 栄信ビル 階

電話

印刷・製本／レタープレス株式会社

落丁・乱丁はお取り替えします。

本書の内容の一部あるいは全部を無断で複写複製することは、著作権及び出版社の

権利の侵害となりますので、その場合は予め弊会あてに許諾を求めてください。

（注）この成果は、全国公益法人協会の委託研究の結果得られたものです。
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